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環境福祉委員会資料                      令和８年９月 
保健福祉 局 

 
民泊の規制強化に向けた取組について 

 
 本市では、平成２９年の住宅宿泊事業法（いわゆる民泊新法）の成立以降、市民生

活を最重要視し、全国一厳しいといわれる条例の制定をはじめとしたルールの設定や

徹底した違反指導により民泊の適正な運営の確保に取り組んできました。 
 しかし、新型コロナウイルス感染症の５類移行後、観光客の急増に伴い、騒音やご

み出しといった近隣トラブルを生じさせる、不適正な運営を行う民泊が増加し、地域

コミュニティに支障がもたらされています。 
 そうした中、民泊規制の見直し・強化を検討するため、有識者委員による「京都市

にふさわしい民泊の在り方検討会議」を設置したほか、規制検討の基礎資料とするた

めに民泊施設が周辺生活環境に与える影響に関するアンケート調査を実施するなど、

令和８年度中の条例改正提案を目指し取組を進めているところです。 
 この度、８月３１日に開催した「第２回京都市にふさわしい民泊の在り方検討会議」

において、アンケート調査結果等を基にした地域の実情を踏まえた民泊規制強化策の

素案をお示しし、委員の方々による多角的かつ専門的な議論が行われましたので、当

該素案等を御報告します。 
 
＜第２回京都市にふさわしい民泊の在り方検討会議資料＞ 

 別紙１（地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）） 
 別紙２（事業者からの意見聴取） 
 
（参考）第２回京都市にふさわしい民泊の在り方検討会議の開催概要 

  ア 日時：令和８年８月３１日（月）１３時～１５時 

  イ 場所：京都市役所市会大会議室 

ウ 議事 

   （ア） 開会 

   （イ） 主催者挨拶（京都市長 松井孝治） 

   （ウ） 議題説明 

     ・ 直近の国の動き 

     ・ アンケート調査等の結果（速報） 

     ・ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案） 

     ・ 地域と共生した良質な民泊（論点） 

     ・ 今後の進め方 

   （エ） 意見交換 

   （オ） 閉会 
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 京都女子大学家政学部生活造形学科 教授 副座長 

岡井
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 有佳
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立命館大学理工学部環境都市工学科 教授  

北島
きたじま

 隆
たか

次
つぐ

 
 

ＴＭＩ総合法律事務所 弁護士  

北村
きたむら

 喜宣
よしのぶ

 上智大学法学部・法科大学院 教授 座長 

矢ケ崎
や が さ き

紀子
のりこ

 東京女子大学現代教養学部経済経営学科 教授  

 



地域の実情を踏まえた
民泊規制強化策（素案）

別紙１

1

（令和８年度 第２回京都市にふさわしい民泊の在り方検討会議資料）



１ 直近の国の動き

２ アンケート調査等の結果（速報）

３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）

４ 地域と共生した良質な民泊（論点）

５ 今後の進め方

目次

2



１ 直近の国の動き
１ 旅館業法に関するＦＡＱの改定（令和８年６月１２日厚生労働省）

主な改定内容
⑴ 施設内フロント設置や職員等の施設内常駐を地域の実情に応じて条例に規定可能。
⑵ 旅館業法等の遵守状況を定期的に確認するための報告書の提出義務を条例等に規定可能。
⑶ 騒音計や出入口の監視カメラなどのＩＣＴ機器の設置等を旅館業施設の設備構造の要件として、条例に規定可能。
⑷ 住宅が近接する場合などに、周囲の生活環境悪化の防止を図るため、地域の実情に応じて条例を改正するほか、旅館業法の規

定に基づき、壁を防音構造にする、苦情対応職員を駐在させるなどを営業を行う条件として附すことも可能。

２ 届出住宅に係る技術的助言の発出（令和８年７月１５日観光庁）
主な通知内容

⑴ 例えば、以下のケースにおいて、自治体の判断にて規制を行うことは可能。
ア 住宅地の静穏な居住環境や、教育施設等の清純な環境が損なわれるおそれがある場合に、新たに事業の実施を禁止することや
営業可能日を土日祝前日等に制限すること。

イ 定住人口や地域コミュニティーの維持が困難になるおそれがある場合に、新たに事業の実施を禁止すること。
⑵ 既存の届出住宅に対しても、強い必要性が認められ、他に適切な対応策が存在しない場合には、一定の猶予期間を設けたうえ

で制限を設けうる。
⑶ 苦情等への対応のため、地域の実情や届出住宅の利用状況などを踏まえ、ＩＣＴを活用した管理体制の整備を求めうる。
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２ アンケート調査等の結果（速報）
主な調査項目※調査方法及び回答方法調査対象調査期間調査名

・お住まいの近隣の民泊施設について
・近隣の民泊施設への認識について
Ⓐ民泊施設に対する印象及び

周辺生活環境への影響について
Ⓑ民泊施設による地域社会への影響や

住民の行動・意識の変化について
Ⓒ民泊施設の規制について
Ⓓ民泊施設に対するご意見について

アンケート調査票等を
対象者のお住まいに
投函し、郵送又は
Ｗｅｂページから回答

市内の
民泊施設の近隣に
お住まいの方
（300施設、

1施設につき4〜6名）
【回答：518件】

令和８年
７月４日〜

２７日

①民泊施設が
周辺生活環境に
与える影響に関する
アンケート調査

Ⓐ民泊施設のイメージについて
Ⓑ民泊施設による地域社会への影響や

住民の行動・意識の変化について
Ⓒ民泊施設の規制について
Ⓓ民泊施設に対するご意見について

アンケート調査票等を
対象者のお住まいに
投函し、郵送又は
Ｗｅｂページから回答

無作為抽出した
京都市にお住まいの方
（500名）
【回答：137件】

令和８年
７月４日〜

２７日

②民泊施設に関する
市民アンケート調査

Ⓐ民泊に対するイメージについて
・民泊に対する現状や課題について
Ⓒ民泊に対する規制について
Ⓓ民泊に対するご意見について

Ｗｅｂページから回答京都市にお住まいの方
（web上での自由回答）
【回答：287件】

令和８年
７月６日〜

２７日

③民泊に係る
市民の意識
アンケート調査

・宿泊される施設等について
Ⓐ民泊に対するイメージについて
Ⓒ民泊の規制について
Ⓓ民泊に対するご意見について

市内４箇所において
街頭アンケート調査を
実施し、その場で
アンケート調査票に回答

京都市を訪れた観光客
【回答：339件】

令和８年
７月３日

④民泊に係る
観光客の意識
アンケート調査

※主な調査項目のうち、同じ記号には同趣旨の質問が含まれる。
4



２ アンケート調査等の結果（速報）

＜主な調査結果＞（以下は、（規制強化）を除いて、お住まいの近隣に民泊施設があることを知っていた５０３人の回答）
（総論）
・ 回答者のうち、民泊施設に対して悪い印象又はどちらかというと悪い印象を持つ方が６５％、
規制を強化すべきと考える方が７０％いることがわかった。 【右図】

（周辺生活環境への影響）
・ 民泊施設による生活環境への影響に関する設問

「見慣れない人が近所を行き交うよ うになった」、「宿泊者のキャリーケースの音で迷惑した」と
感じておられる方が特に多く、「よくある」又は「たまにある」という回答がそれぞれ８５％、６０％
あった。

・ 民泊施設による地域社会への影響等に関する設問
「宿泊者や事業者とのあいさつなどから交流が生まれた」、「事業者が自治会等に参加し、
地域コミュニティの活性化につながった」という設問に「よくある」又は「たまにある」と回答
された方はそれぞれ８％、３％あった。

・ 民泊施設が地域社会や住民に与える影響に関する設問
「住民の不安感が増したと感じる」という回答が５０％あった。

・ 民泊施設があることによる地域の変化に関する設問
「見慣れない人を見かけることが増えた」という回答が７１％あった。

令和８年７月４日〜７月２７日において、京都市の民泊施設の近隣にお住まいの方（３００施設、１施設につき４人〜６人）を
対象としてアンケート調査を実施し、５１８人（配布総数１，３７２人、回収率３８％）から回答をいただいた。

① 民泊施設が周辺生活環境に与える影響に関するアンケート調査（ポスティング）

4%

12%

33%32%

19%

民泊に対するイメージ

良い印象を持っている

どちらかというと良い
印象を持っている
どちらかというと悪い
印象を持っている
悪い印象を持っている

わからない・無回答

70%

12%

1% 17%

民泊に対する規制

規制を強化すべき

現状維持が望ましい

規制を緩和すべき

わからない・無回答
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２ アンケート調査等の結果（速報）
① 民泊施設が周辺生活環境に与える影響に関するアンケート調査（ポスティング）
（トラブル）
・ 民泊事業者との連絡に関するお困りごとの設問

「事業者の駐在場所がわからず連絡がとれなかった」ことが年１回以上あるという
回答が４３％あったほか、「連絡をとろうと思ったがやめた」ことが年１回以上
あるという回答が３３％と、連絡に至らずとも、民泊事業者へ連絡をとろうとする
ような事象が一定発生していることがわかった。

・ 学校等に関連したトラブルの設問
「学校等があり、学校等に関連した民泊施設によるトラブルを見聞きしたことが
ある」という回答が６％あった。

（規制強化）
・ 営業日数や期間に関する設問

「時期や期間を問わず規制を強化すべき」又は「観光シーズンや平日・休日などに
応じて規制を強化すべき」という回答が５９％あった。 【右図】

・ 事業者の駐在に関する設問
「事業者が即座に駆け付けられる場所にいるべき」又は「施設内に事業者がいる
べき」という回答が５７％あった。 【右図】

・ 民泊の立地場所についての設問
「閑静な住宅街にある民泊施設は規制すべき」という回答が７７％あった。

・ その他、追加で必要だと思う規制やルールに関する設問
長屋・共同住宅の規制（４９％）、路地奥のような住宅密集地の規制（５７％）、ＩＣＴ機器
による運営チェック体制の強化（５３％）、事業者が外国人である場合の日本語対応の義務化
（５１％）、定期報告厳格化や許可・届出の更新制導入（５７％）を望む回答がそれぞれ半数前後あった。

46%

13%

15%

2%2%

22%

営業日数・期間に係る規制

時期や期間を問わず規制を強化
すべき
観光シーズンや平日・休日など
に応じて規制を強化すべき
適正な規制だと思う

観光シーズンや平日・休日など
に応じて規制を緩和すべき
時期や期間を問わず規制を緩和
すべき
わからない・無回答

3%

31%

26%

31%

9%

事業者の駐在に係る規制
施設内に事業者がいなくてもよ
い
事業者がおおむね10分以内で駆
け付けられる場所にいればよい
事業者が即座に駆け付けられる
場所にいるべき
施設内に事業者がいるべき

わからない・無回答
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２ アンケート調査等の結果（速報）

＜主な調査結果＞
（総論）
・ 回答者のうち、民泊施設に対して悪い印象又はどちらかというと悪い印象を持つ方が８０％、
規制を強化すべきと考える方が８４％いることがわかった。 【右図】

（周辺生活環境への影響）
・ 民泊施設が地域社会や住民に与える影響に関する設問

「住民の不安感が増す」という回答が７０％あった。
・ 民泊施設があることによる地域の変化に関する設問

「宿泊者や事業者との近隣トラブルが発生する」、「見慣れない人を見かけることが増える」という回答がそれぞれ７６％、７５％あった。

令和８年７月４日〜７月２７日において、無作為抽出した京都市にお住まいの方５００人を対象としてアンケート調査を実施し、
１３７人から回答をいただいた。

② 民泊施設に関する市民アンケート調査（ポスティング）

84%

10%

0%
6%

民泊に対する規制

規制を強化すべき

現状維持が望ましい

規制を緩和すべき

わからない・無回答

（規制強化）
・ 営業日数や期間に関する設問

「時期や期間を問わず規制を強化すべき」又は「観光シーズンや平日・休日などに応じて規制を強化すべき」という回答が６６％あった。
・ 事業者の駐在に関する設問

「事業者が即座に駆け付けられる場所にいるべき」又は「施設内に事業者がいるべき」という回答が６８％あった。
・ 民泊の立地場所についての設問

「閑静な住宅街にある民泊施設は規制すべき」という回答が８７％あった。
・ その他、追加で必要だと思う規制やルールに関する設問

長屋・共同住宅の規制（５０％）、路地奥のような住宅密集地の規制（６０％）、ＩＣＴによる運営チェック体制の強化（８０％）、
事業者が外国人である場合の日本語対応の義務化（６６％）、定期報告の厳格化や許可・届出への更新制導入（６７％）を望む回答が
それぞれ半数以上あった。 7



２ アンケート調査等の結果（速報）

6%
6%

33%53%

2%

民泊に対するイメージ 良い印象を持っている
（18人）

どちらかというと良い印
象を持っている（18人）

どちらかというと悪い印
象を持っている（93人）

悪い印象を持っている
（149人）
わからない（5人）

87%

8%
4%

1% 民泊に対する規制

規制を強化すべき（247人）

現状維持が望ましい（21人）

規制を緩和すべき（12人）

わからない（3人）

＜主な調査結果＞
・ 回答者のうち、民泊に対して悪い印象又はどちらかというと悪い印象を持つ方が８６％、
規制を強化すべきと考える方が８７％いることがわかった。 【右図】

・ 自由意見では、近隣トラブルや不安感といった困りごとに関する御意見があったほか、
観光振興や京町家保全の観点から民泊を好意的に捉える御意見もあった。

＜主な御意見＞ ※頂いた回答から抜粋したものを一部要約
１ 京都市における民泊の現状や課題
・ 問題が起きたとき、すぐに対応する管理者がいない。
・ 自宅周辺も宿泊施設が増え、京都市は一般人が住宅を購入できる街ではなくなった。

２ 民泊に対する規制
・ 管理人が常駐してほしい。
・ 住宅街での営業の規制を強化してほしい。京都市内は特に隣家との距離が近いため、
徹底的に規制を強化してほしい。

３ その他
・ 宿泊施設は町家を保全・活用する有効な手法のひとつ。来訪者にとっては京都の生活
文化を体験できる場でもある。

・ どう規制されようが、抜け道を探す経営者がやるのが「民泊」。正しい経営なんてほぼ無いと
思っている。

令和８年７月６日〜７月２７日において、京都市にお住まいの方を対象としてＷｅｂアンケート調査を実施し、
２８７人（うち４人は京都市外からの回答のため除外）から回答をいただいた。

③ 民泊に係る市民の意識アンケート調査（Webアンケート）
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48%

19%

12%

7% 14%

民泊に対するイメージ

良い印象を持っている（162人）

どちらかというと良い印象を
持っている（65人）
どちらかというと悪い印象を
持っている（42人）
悪い印象を持っている（23人）

わからない・未回答（47人）

２ アンケート調査等の結果（速報）

＜主な調査結果＞
・ 回答者のうち、民泊の宿泊者は４％。外国人を中心に、観光客のうち民泊に対して良い
印象又はどちらかというと良い印象を持っている方は６７％、民泊に対して悪い印象又は
どちらかというと悪い印象を持っている方は１９％あった。 【右図】

・ 望ましい民泊に関する設問については、騒音やごみ・たばこのポイ捨てをすべきでない、
民泊は地域と良好な関係を築くべきといった回答が９０％以上を占めたほか、従業員が
常駐していた方が安心感があるといった回答が７３％あった。

・ 自由意見では、国内外の観光客を問わず、民泊に対する賛否双方の多様な意見が
存在していた。

＜主な御意見＞ ※頂いた回答から抜粋したものを一部要約・翻訳
・ 町家に滞在できるのはとても良い体験。地域ごとの差もとても楽しい。
・ 民泊は伝統的な日本の生活を体験する素晴らしい方法。
・ 民泊には責任者を常駐させるべき。住民に迷惑がかからないようにすべき。
・ 民泊に泊まるのは好きだが、地元の人たちにはあまり影響を与えたくない。

69%
9%

4%

7%
11%

宿泊施設の種別
ホテル（246人）

旅館（33人）

民泊（14人）

その他（27人）

宿泊の予定なし（38
人）

※ 延べ数のため、各項目の合計値と
回答総数は一致しない。

令和８年７月、京都市を訪れた観光客を対象として街頭アンケート調査（※）を実施し、３３９人（日本人１３５人、外国人２０４人）
から回答をいただいた。

※ 地下鉄京都駅、京都総合観光案内所、京都駅手荷物預かり所、元離宮二条城周辺で実施

④ 民泊に係る観光客の意識アンケート調査（街頭アンケート）

9



２ アンケート調査等の結果
⑤ 宿泊業界等の事業者団体からの意見聴取 （別紙参照）

（実施時期）令和８年６月〜８月

（相手方）宿泊業関係、賃貸住宅関係など１２の事業者団体

（聴取事項）
・京都市における民泊に対する現状認識・課題認識
・京都市における民泊規制の在り方
・その他の御意見
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24,352,133 

5,177,465 

296,435 
0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

旅館・ホテル 簡易宿所ほか 届出住宅

（人）

３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）

● 宿泊施設数は簡易宿所（民泊相当※）が最も多いが、客室数においては圧倒的に旅館・ホテル
営業が多い。

● 令和７年の延べ宿泊数から、民泊（旅館業法における簡易宿所（民泊相当）及び住宅宿泊事業法に
おける届出住宅）の宿泊者（約１３０万人）は、宿泊施設全体の一部（約４％）にとどまると推計。

宿泊税情報から「簡易宿所」の
宿泊客数のうち、２割程度
（約100万人）が民泊相当施設
の宿泊者と推計

＜現状分析＞

641施設 749施設

2,420施設

1,216施設

42,554室

15,280室

2,924室 1,216室
0,000室
5,000室
10,000室
15,000室
20,000室
25,000室
30,000室
35,000室
40,000室
45,000室

000施設

500施設

1,000施設

1,500施設

2,000施設

2,500施設

3,000施設

旅館・ホテル 簡易宿所（民泊相当以外） 簡易宿所（民泊相当） 住宅宿泊事業

施設数 客室数

市内の宿泊施設・客室数（令和７年度末時点）
令和７年延べ宿泊数

民泊の宿泊者を約130
万人と推計

簡易宿所

11

※簡易宿所のうち、小規模宿泊施設（本市条例で、一戸建て又は長屋建て、階数３以下、客室数１、宿泊者1組９人以下等の要件を定義）及び
小規模相当施設（条例等の定義なし。延床面積２００㎡以下、定員１５人以下、客室３室以下の条件を満たすもの）をいう。



69%

25%

5% 2%5%

21%

64%

10%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%

旅館・ホテル 簡易宿所
（民泊相当以外）

簡易宿所
（民泊相当）

届出住宅

客室数と苦情件数の割合

令和７年度末時点の市内の客室数割合 苦情割合（平成３０年度〜令和７年度までの累計）

３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）

● 京都市の宿泊施設のうち、客室数ベースで見たときの民泊の割合は７％程度と非常に小さい。

● 一方で、民泊に対しては客室数割合に比べ苦情が多く寄せられており、苦情全体の７４％を
占める。

137
5%

558
21%

1680
64%

274
10%

宿泊施設ごとの苦情数及び割合
（平成３０年度〜令和７年度までの累計）

旅館・ホテル

簡易宿所
（民泊相当以外）

簡易宿所
（民泊相当）

届出住宅

上段：苦情数
下段：割合

※ 客室数割合は四捨五入のため、
合計が１００％とならないことがある。
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３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）
住宅宿泊事業：１，２１６施設（令和８年３月末時点）の内訳

38%

62%

個人・法人の別

個人
法人

15%

80%

5%
届出時の居住要件

生活の本拠
入居者募集中
別荘等

● 京都市内で運用されている住宅宿泊事業の届出住宅について、６２％が法人によって運営され、
８０％が入居者募集中の物件として届出されている。

・ 平成２９年６月の住宅宿泊事業法制定当時から、京都市では、「京都の文化体験、観光客
と市民との交流に資するなど、付加価値を持ち、旅館業法の許可が得られないものが、住宅
宿泊事業に適する。」としている。（平成２９年１１月４日第３回京都市にふさわしい民泊
の在り方検討会議）

・ これは今も変わらない本市の目指すべき方向性であるが、住宅宿泊事業の多くについて、
法人等による事業経営の色彩が濃くなっている実態を踏まえれば、現状の住宅宿泊事業は
旅館業と同一視しうる状況にあることから、住宅宿泊事業に関する制度は、旅館業と同程度
に規制する必要があるのではないか。
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【基本の考え】
○京都が京都であり続けること（京都基本構想）

長い年月をかけて受け継がれてきたくらしの文化や伝統的な町並み、商いのあり方など、
このまちらしさをかたちづくってきた大切なものが、失われかねない状況にある。
・経済合理性よりも、生身の人と人とのつながりを大切にするまち（序文）
・平穏と静寂のもとで自己と世界に深く向き合えるまち（第４章第一節）

○市民生活第一の徹底（新京都戦略）
・市民や事業者が直面する課題に取り組み、住民福祉の向上につなげる（Ⅱ基本的な姿勢）

＜京都市の宿泊政策の考え方＞（京都観光・MICE振興計画2030）
① 地域や市民生活と調和を図る
② 市民と観光客の安心・安全を確保する
③ 多様で魅力ある宿泊施設を目指す
④ 地域の活性化につなげる
⑤ 京都経済の発展、京都に伝わる日本の文化・心を継承発展させる

３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）

こうした考えをもとに、観光のフロントランナーである京都として、
法の裏付け（ナショナルルール）を前提にした京都のまちの特性を踏まえたローカルルールを追求

14



３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）

＜第１回検討会議のテーマを踏まえた具体的な規制案＞
１ 玄関帳場・駆け付け要件【旅館・住宿】
２ 営業日数・期間【住宿】
３ 学校等周辺における制限

【規制強化の主な方向性】
各種アンケート調査の結果や、本市に寄せられた苦情の分析を行った結果、

規制の主な方向性としては次のとおりを検討
①民泊（旅館業法と住宅宿泊事業法）の一体的な規制
②地域や市民生活と調和した民泊の確保

最大限の施設内常駐によって「誰かが常に現場にいて対応できる状態」、
「地域の一員として顔の見える関係」

③良好な住居環境等におけるエリア規制の実現

４ 都市計画手法も含めた規制の検討
→袋路等、長屋、京町家

５ その他の論点
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３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）
１ 玄関帳場・駆け付け要件

旅館

＜京都市が目指す姿＞
本市では、京都基本構想において、生身の人と人とのつながりを大切にして、互いの違いを受け容れ、

互いに尊重しあいながら生きることを掲げ、誰もが安心してくらし、愛着を抱くことができるまちを目指している。

住宿

＜京都市の現状ルール＞
小規模宿泊施設、京町家施設においては人を宿泊させ

る間、施設におおむね１０分以内（おおむね８００ｍ以
内）に到着することができる場所に駐在すること。（そ
の他の旅館業施設については施設内駐在義務を実施。）

＜京都市の現状ルール＞
人を宿泊させる間、現地対応管理者をおおむね１０

分以内（おおむね８００ｍ以内）に到着することがで
きる場所に駐在させること。

＜現状の分析①＞
民泊の近隣にお住まいの方へのアンケートにおいて、 「事業者が即座に駆け付けられる場所にいるべき」

又は「施設内に事業者がいるべき」という回答が５７％を占めた。
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３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）
旅館 住宿

＜現状の分析②＞
・ 苦情のうち、４８％が不在型施設（外部帳場、京町

家）に寄せられている。
・ また、内部駐在施設であっても、近隣からの苦情に

適切に対応しないなど、従業員の不在が疑われるもの
があったほか、そもそも連絡がつかないなど明らかに
駐在義務が果たされていないものも見られた(３７％)。

⇒ 京都市内における簡易宿所の苦情の多くは施設内に
従業員が駐在していないことに起因し発生している
（全体の８５％）。

18%

30%37%

15%

外部帳場

京町家

内部帳場（騒音、不適切なごみ捨
て等）
内部帳場（通報後の対応不足等）

※ 施設及び苦情
については、特
記ない限り平成
３０年度から令
和７年度末。
（以下同じ。）

民泊相当施設の施設種別ごとの苦情割合

＜現状の分析②＞
・ 苦情のうち、６４％が居住していない施設に寄せ

られている。
・ また、居住施設の苦情であっても、近隣からの苦

情に適切に対応しないなど、従業員の不在が疑われ
るものがあったほかそもそも連絡がつかないなど駐
在義務が果たされていないものも見られた(２４％) 。

⇒ 京都市内における届出住宅の苦情の多くは施設内
に従業員が駐在していないことに起因し発生してい
る（全体の８８％）。

64%
24%

12%

営業形態ごとの苦情割合

不在

居住（騒音、不適切なごみ捨て等）

居住（通報後の対応不足等）

施設内常駐義務を課す必要があるのではないか。
また、その場合、駐在義務違反施設に対して、厳正に対処、処分を行っていく必要がある。

17
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３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）

＜新たな規制案＞
・ 全ての簡易宿所の施設内又は隣接建物への

常駐義務を課す。
・ 駐在義務違反施設に対しては、抜き打ち調査を

さらに重点的に実施するとともに停止命令を視野に
厳格に指導を行っていく。

※ 原則、京町家も規制対象とすることを検討。
※ 既存施設に対しても、猶予期間を与えたうえで一律に

規制を行うことも検討。

＜新たな規制案＞
・ 全ての届出住宅の施設内又は隣接建物への

常駐義務を課す。
・ 駐在義務違反施設に対しては、抜き打ち調査を

さらに重点的に実施するとともに停止命令を視野に
厳格に指導を行っていく。

※ 原則、京町家も規制対象とすることを検討。
※ 既存施設に対しても、猶予期間を与えたうえで一律に

規制を行うことも検討。

＜国の動向＞
令和８年６月１２日付で、厚労省により旅館業法に

関するＦＡＱが改定され、施設内フロントの設置や
職員等の施設内常駐を地域の実情に応じて条例に規定
することが可能であることが示された。

＜国の動向＞
・ 国ガイドラインにおいて、特別な場合を除いて

家主居住型と家主不在型を区分して制限を行うこと
は適切ではないと規定されている。

・ 一方、令和８年７月１５日付で、観光庁発出の
技術的助言において、法１８条の規定に関わらず、
地域の実情に応じて、合理的な範囲で必要な規制を
行うことが可能であることが示された。

旅館 住宿

18



・ 生活環境の悪化防止の観点から住居専用地域において、居住型・不在型を問わず規制する必要
があるのではないか。

・ 旅館業と立地規制を合わせる観点も踏まえて、目的に工業地域の規制を行うべきではないか。

３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）
２ 営業日数・期間
＜京都市の現状ルール＞

住居専用地域において、家主不在型施設では１月１５日正午〜３月１６日の正午に限り営業を認める。
（京町家での営業を除く。）

住宿

＜現状の分析＞
・ 住居専用地域は、他の用途地域に比べて良好な住居の環境を保護する

必要性が特に高い地域である。
・ また、住居専用地域における届出住宅１００施設当たりの年間苦情発生件数は７．５件と最も多い。
・ 民泊の近隣にお住まいの方へのアンケートにおいて、「閑静な住宅街にある民泊施設は規制すべき」と回答し

た方が８６．９％（訂正：７６．６％）であった。
・ 工業地域においても、苦情は多くないものの本来旅館業が立地できない地域であるから、旅館業と同一視し

うる業態である住宅宿泊事業においても立地規制を行うべきではないか。

用途規制
（住宿）

用途規制
（簡宿）

届出住宅100施設当た
りの年間苦情発生件数

○×件7.5住居専用地域

○○件5.7住居系地域

○○件4.0商業系地域

○○件6.7準工業地域

○×件0.7工業地域

――件1.8その他

＜京都市が目指す姿＞
本市では、京都基本構想において、市民が平穏と静寂のもとで自己と

世界に深く向き合えるまちを目指すべき姿の一つに掲げている。
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３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）
＜新たな規制案＞

住居専用地域（第１種・第２種、低層・中高層）及び工業地域において、家主居住型、不在型
問わず営業日数を規制（いわゆるゼロ日規制）

※ 原則、京町家も規制対象とすることを検討。
※ 既存施設には適用しない。
※ なお、工業地域においては、土地利用上の支障（工業の利便を害する）が生じている等

規制の必要性の整理が今後必要。

＜国の動向＞
・ 令和８年７月１５日付で観光庁が発出した技術的助言において、住宅地の静穏な居住環境や、教育施設等の

清純な環境が損なわれるおそれがある場合に、自治体の判断で新たに事業の実施を禁止することやまちづくりの
観点から、都市計画（特別用途地区など）による立地規制を実施することも可能であることが示された。 

・ 住宅宿泊事業施設の利用実態から、建物用途上の評価は旅館 業法簡易宿所と同等であり、同様の立地規制が
必要とするアプローチも検討（同助言において、地域の実情によって、住宅宿泊事業を規制する際には、
簡易宿所も同様に規制するといった整合性の確保について記載。）。 

住宿

＜その他＞
地域単位でのよりきめ細かなエリア規制が必要となる場合は、引き続き、地区計画、建築協定により対応。
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非該当施設 学校等周辺施設

学校等周辺施設の苦情発生率

67%

33%

簡易宿所のうち、
学校等周辺施設の割合

学校等周辺施設

非該当施設

３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）
３ 学校等周辺における制限
＜京都市の現状ルール＞

：旅館業法では、学校等の周囲おおむね１００ｍの区域内にあって、清純な施設環境が著しく害される
おそれがあるとき、許可を与えないことができるとされている。

：規制なし。

旅館 住宿

＜現状の分析＞
・ 旅館業における学校等周辺規制は、清純な教育環境の保護を目的とした、

いわゆる連れ込み宿対策。国通知において「歌舞音曲のごとき騒音のみの事由に
よって不許可処分とすることはできない」とされており、これまで不許可とした
事例はない。

・ 学校等周辺の施設とそうでない施設とで苦情の発生率はおおむね同水準。
・ 民泊の近隣にお住まいの方へのアンケートにおいて、お住まいの近隣に「学校等が

あり、学校等に関連した民泊施設によるトラブルを見聞きしたことがある」との回答は
５．８％であった。

※ 令和５年度〜令和７年度数値から算出

＜新たな規制案＞
学校等周辺を理由とした規制は行わない。（住宅宿泊事業施設においても、
宿泊業としての営業形態は同一のため、旅館業同様に規制を行わない。）
（常駐義務等の規制を実施）

（％）

旅館

住宿
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＜論点＞
エリアによる立地規制のほかに道路幅員による規制を設けてはどうか

＜現行の規制のイメージ＞

＜検討の方向性＞
届出住宅について簡易宿所と規制を合わせるべきではないか

＜規制の検討の必要性＞
幅員１．５ｍ未満の袋路等において、民泊１００件当たりの苦情件数が多い。

１００施設当たりの苦情件数苦情が寄せられた施設の前面幅員
21.5件１．５ｍ未満
4.1件１．５ｍ以上４ｍ未満
4.3件４ｍ以上

＜届出住宅１００施設当たりの年間苦情発生件数（前面幅員別）＞

３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）
４−１ 都市計画手法も含めた規制の検討（道路幅員による規制）

届出住宅簡易宿所
既存建物の利用新築既存建物の利用新築

幅員１．５ｍ以上○

幅員１．５ｍ未満○

○

幅員１．５ｍ以上○

幅員１．５ｍ未満×

○通り抜け１．８ｍ以上
４ｍ未満

×
住宅の建替えに限り特例
許可制度あり

×袋路

×通り抜け
１．８ｍ未満

×袋路

旅館 住宿
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＜京都市の現状ルール＞幅員４ｍ未満の袋路等の場合
届出住宅簡易宿所

【建築基準法】
○新築する場合
接道規定を満たさない場合、住宅の建替えに限り、特例許可制度有

○既存の建物を民泊として利用する場合
届出住宅は「住宅」扱いであることから、用途変更とはならない。
また、特殊建築物に該当せず、避難規定は適用されない。
そのため、幅員による立地規制はない。

【住宿条例】
避難通路の幅員が１．５ｍ未満であるときは、１回の宿泊人数の制
限（１組５人以下）や町内に現地対応管理者を置くなどの義務が課
されている。

⇒営業上の制約はあるが、幅員による立地の制限はない。

【建築基準法】
○新築する場合
幅員４ｍ未満の袋路等のうち建築基準法上の道路でない場合は、
接道規定を満たさないため立地不可

○既存の建物を民泊として利用する場合
特殊建築物への用途変更となり避難規定が適用。
敷地内には建物の出口から道又は公園、広場その他の空地に通ず
る通路を設けなければならない。
（本市の取扱い）
袋路等が以下の要件を満たす場合のみ、当該袋路等を「その他の
空地」と取扱っている。
・袋路等の有効幅員が、建築基準法上の道路に至るまで
１．５ｍ以上
・建築物及び袋路等が昭和２５年１１月２３日以前から存在
・所有や管理の状況から袋路等の存続が一定担保される など

【旅館条例】
袋路等に関する規定なし

⇒避難規定が実質的に幅員１．５ｍ未満の袋路等での立地の制限
となっている。

３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）
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袋路等
幅員

道路

袋路等の幅員が１．５ｍ以上の場合 袋路等の幅員が１．５ｍ未満の場合

道路

届出住宅

道路

簡易宿所

届出住宅について、簡易宿所と同等に袋路等の幅員が１．５ｍ未満の場合は立地を
規制してはどうか

道路

簡易宿所

道路

届出住宅

簡易宿所 届出住宅 簡易宿所 届出住宅

３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）
＜京都市の現状ルール（図示）＞

既存の建物を民泊として利用する場合
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＜論点＞
長屋など特定の建物について遮音性能等の構造規制を設けてはどうか

＜長屋の定義＞
２以上の住戸を有する建築物で、隣接する住戸間で内部での行き来ができない完全分離型の構造を有するもの

のうち、廊下・階段等を各住戸で共有しない形式のもの

＜規制の検討の必要性＞
長屋については、一戸建てや共同住宅と比較して苦情件数が多くなっている。
⇒特に築年数が古く、薄い壁で隔てられた住戸を民泊とすることで、隣接する住戸からの苦情につながってい

るものと考えられる。

４−２ 都市計画手法も含めた規制の検討（長屋での遮音性能等の構造規制）

３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）

＜１００施設当たりの年間苦情発生件数（建物種別）＞

※ 令和５年度〜令和７年度数値から算出

18.0件長屋
―共同住宅

10.9件一戸建て

旅館 住宿
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9.1件長屋
2.8件共同住宅
6.8件一戸建て

※ 平成３０年度〜令和７年度数値から算出

簡易宿所 届出住宅



＜長屋の住戸間の壁の建築基準法上の取扱いについて＞
長屋の住戸間の壁を界壁という。
界壁については、昭和４６年から建築基準法において遮音目的の規定が整備されている。
しかしながら、基準時（昭和４６年１月１日施行）以前の長屋の多くは、この規定を満たしておらず、住戸を民

泊とする際も遡及適用されない。
※共同住宅についても長屋と同様

（長屋又は共同住宅の各戸の界壁）
法第30条
長屋又は共同住宅の各戸の界壁は、次に掲げる基準に適合するものとしなければ
ならない。
一 その構造が、隣接する住戸からの日常生活に伴い生ずる音を衛生上支障がな
いように低減するために界壁に必要とされる性能に関して政令で定める技術的基
準に適合するもので、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの又は国土交通
大臣の認定を受けたものであること。
二 小屋裏又は天井裏に達するものであること。

界
壁 界

壁 界
壁

３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）

長屋の一部を民泊とする場合について、界壁の遮音に関する規定を設けてはどうか
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＜現状＞
京町家を活用した民泊は数多く存在し、また、京町家を保全するうえで不可欠な「活用」の選択肢のひとつと

なっており、京町家の空き家化及び解体の防止に寄与するとともに、京都ならではの宿泊・滞在体験を提供する
場ともなっている。

⇒保全を図るべき京町家については、個別に規制のあり方を検討すべきではないか。

京町家の保全・継承について
○ 京町家は、京都の歴史的な町並み景観の基盤であるとともに生活文化が今も息づき、都市の魅力の礎となっている。まさに、「京都基本

構想」に示す京都が未来に引き継いでいくべき価値を体現するものであり、京都が京都であり続けるための拠り所のひとつである。
○ これまで京町家の保全・継承に向け様々な取組を行ってきたにもかかわらず、京町家の滅失には歯止めがかかっていないことから、今年

度から取組を一層強化し、政策的に保全を図っているところ。

３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）
４−３ 都市計画手法も含めた規制の検討（京町家の規制のあり方）

京町家特例を活用した民泊の数 1,128件（令和8年3月末現在）
（内訳） 簡易宿所 2,420件中 1,107件（京町家として、玄関帳場設置免除の特例措置を受けている件数※）

届出住宅 1,216件中 21件（京町家として、営業日数制限の緩和を受けている件数※）
※特例を受けていないものを含めると更に多い件数となる可能性がある。
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法律・ガイドライン、国の動向テーマ
・ 簡易宿所について、定期報告義務は定められていない。
・ 簡易宿所の許可は、更新制となっていない。
・ 厚労省のＦＡＱ改定において、地域の実情に応じて、生活環境悪化の防止を図るため、旅館業法等の遵守

状況を定期的に確認するための報告書の提出義務を条例等に規定することは可能であることが示された。

旅
館

定期的な
事業の監視
監督、
更新制

・ 業務の適正な運営を確認するため、住宅宿泊事業者に対し定期報告を義務付けている（２ヶ月に１回）。
・ 住宅宿泊管理業者の登録は、事業者の適格性を確認するため、５年毎の更新制としている。
・ 住宅宿泊事業の届出は、更新制となっていない。

住
宿

構造設備や公衆衛生上又は善良の風俗の保持上必要な措置命令に従わなかったとき、許可を取り消すことが
できる。

旅
館

取消・廃止
命令

法令等に違反した場合及び他の方法により監督の目的を達成することができないとき、廃止を命ずることが
できる。

住
宿

厚労省のＦＡＱ改定において、地域の実情に応じて、生活環境悪化の防止を図るため、騒音計や監視カメラ
などのＩＣＴ機器の設置等を旅館業施設の設備構造の要件として、条例に規定可能であることが示された。

旅
館

ＩＣＴの
活用

観光庁の技術的助言において、地域の実情や届出住宅の利用状況などを踏まえ、条例において、騒音計や出
入口におけるカメラを設置するなど、ＩＣＴを活用した管理体制の整備を求めうることが示された。

住
宿

３ 地域の実情を踏まえた民泊規制強化策（素案）

＜その他検討中の規制＞
・常駐職員が満たすべき要件の設定（日本語要件の導入等）

５ その他の論点（定期的な事業の監視監督、更新制 ほか）
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４ 地域と共生した良質な民泊（論点）

B.適正な民泊

A.地域と共生した良質な民泊

C.不適正な民泊
（ルール違反）

より良い民泊

境界は明確
（条例等のルール）

境界はあいまい
（評価は様々）

【論点】
地域と共生した良質な民泊の具体像とは︖

評価制度が必要と回答した事業者団体に対し、その趣旨を更に聴き取ったところ、
「まずは適法と違法をはっきりさせるべき」という意見と「適法なものの中から優良なものを選ぶイメージ」という意見
の両方があった。
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４ 地域と共生した良質な民泊（論点）
【参考】 判断基準の例

客観性判断基準（例）指標
△
・町内会の加入有無は客観性があるが、町内会がない地域も存在
・地域活動の程度に幅があり、良否の判断は困難

・町内会への加入
・地域活動（清掃活動、行事等）への参加地域活動の参加

△
・承諾書等の有無で客観的な判断は可能
・一方で、良質判断を住民意思に委ねる場合、地域の賛否が混在
する場合に地域を分断するおそれ
・競合他社による営業妨害の懸念も払拭できない

・周辺住民（範囲要検討）や住民組織の承諾・合意周辺住民の意思

○・常駐職員（日々の対応を行う従業員）が日本語対応可
（外国人従業員の場合、ＣＦＥＲ・Ｂ２相当以上）日本語対応

○・消防検査済ラベル（金色） の交付防火対策

○・災害時の協定締結（地域住民の避難受入れ等）防災協定
△
・程度に幅があり、良否の判断は困難

・地域産品や伝統産業製品の活用
・京都らしい多様な文化・価値の発信生活・文化体験

△
・程度に幅があり、良否の判断は困難

・地域産品や伝統産業製品の活用 【再掲】
・地域人材の雇用・登録、人材育成事業
・地域への利益還元

地域経済の活性化

○・京都観光モラル優良事業者京都観光モラル

○・過去○年間の文書指導、処分ゼロ指導履歴
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４ 地域と共生した良質な民泊（論点）
（参考︓他都市事例）金沢市簡易宿所安心認証事業

宿泊客と市民の双方にとって、より安心な環境を提供する施設を認証（有効期間︓３年）
（認証基準）
①〜⑤のうち２つ以上を満たすこと（ただし①は必須）
①安心対応

➢ア〜ウのすべてを満たすこと ア）管理者常駐 または 連動式火災通報装置の設置
イ）録画機能付き監視カメラの設置
ウ）施設外に標識掲示

②外国語対応
➢日本語・英語対応可能スタッフの常駐など、複数項目の合計点で判定

③バリアフリー化促進
➢出入口スロープの設置など、複数項目の合計点で判定

④地域との結びつき
➢エ〜カのすべてを満たすこと エ）地域との交流（地域団体加入等）

オ）市内産品等の紹介等
カ）体験プログラム等のPR

⑤火災対応
➢キ、クのいずれかを満たすこと キ）管理者常駐

ク）類焼火災保険加入かつ施設外への消火器設置

必須項目
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５ 今後の進め方

（想定スケジュール）

○11月２日 第３回京都市にふさわしい民泊の在り方検討会議

○11月中 検討会議を踏まえた規制案の策定
→ パブリックコメントの実施（約１か月間）

○１月 パブリックコメントを踏まえた規制案の策定

○２月 ２月市会において条例改正案を提案
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事業者からの意見聴取 

 

① 京都府旅館ホテル生活衛生同業組合 

一般社団法人日本旅館協会京都府支部  ・・・・・・・・ｐ３ 

京都観光旅館連盟 

② 一般社団法人日本ホテル協会京滋奈支部・・・・・・・・ｐ１１ 

③ 京都簡易宿所連盟・・・・・・・・・・・・・・・・・・ｐ１３ 

④ 特定非営利活動法人京都ホームシェアリングクラブ・・・・・・ｐ１５ 

⑤ 一般社団法人住宅宿泊協会・・・・・・・・・・・・・・ｐ２３ 

⑥ 公益社団法人京都府宅地建物取引業協会・・・・・・・・ｐ２９ 

⑦ 公益財団法人日本賃貸住宅管理協会京都府支部・・・・・・ｐ３１ 

⑧ 公益社団法人全日本不動産協会京都府本部・・・・・・・ｐ３３ 

⑨ 京都府行政書士会・・・・・・・・・・・・・・・・・・ｐ３５ 

⑩京都商工会議所・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ｐ４１ 
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別紙 

令和８年６月３０日 

京都市長 宛 

 京都府旅館ホテル生活衛生同業組合 理事長 磯橋輝彦 

 日本旅館協会京都府支部 支部長 幾世英磨 

 京都観光旅館連盟 会  長 松本義正 

 

１ 京都市における民泊に対する現状認識・課題認識について 

（貴団体目線での課題認識など、日々お感じになられている事を御教授ください） 

 

まず初めに、大前提として、当三団体としてはこの度計画されている条例改正を進める

うえで、「“民泊”を全面否定する」のでも「現状維持」でもなく、京都の住環境・景観・

地域コミュニティを守るため、良質な宿泊施設のみが残る制度へ改めるべきであると考

えます。 

現在の京都市では、宿泊施設の多様化により、観光需要への対応が進む一方、住宅地に

立地する一部の施設では依然として地域住民との摩擦が生じています。 

組合員へのヒアリングを行った結果としても、 

・深夜の騒音 

・ゴミの不適切な排出 

・スーツケース等大型ごみの放置  

・無人運営による緊急時対応への不安 

・管理人が不明で責任の所在が曖昧 

・宿泊者が近隣旅館へ道案内や問合せに来る 

・地域住民との関係が構築されていない 

などの意見が多数寄せられました。 

 

 さらに、住宅宿泊事業法に基づく住宅宿泊事業と、旅館業法による簡易宿所が一般市民

から区別されず、「民泊」と一括りに認識されていることも大きな問題です。 

 旅館業法に基づく宿泊施設は、建築基準、消防設備、衛生管理、安全管理など、厳格な

許可制度のもと営業しており、住宅宿泊事業者と同列に扱われることは適切ではありま

せん。これについては、京都市を含む行政自身も「民泊」という言葉を多用し、「民泊問

題」と一括りに称してしまう事にも大きく影響されていると言わざるを得ません。 

 

 また、京都市では歴史的景観と住宅地が近接しているという都市構造上の特性から、他

都市以上に地域コミュニティへの影響が大きく、京都独自の規制が必要であると考えま

す。 

 

 なお、住宅宿泊事業法がわざわざ旅館業法と別に作られた経緯としては、おおむね下記

３点が大きな理由であると認識しています。 
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① 東京オリンピックを控えた状況で宿泊施設が不足する懸念がある 

② 人口減に伴って増えている空き家の有効活用 

③ 無許可の闇民泊など無秩序な民泊の実態把握と規制のため 

 

しかし、①はそもそも、試算の段階でオリンピックまでに開業する多数の新規ホテルを

計算に含んでいない不完全なデータから算出されており、コロナの影響で延期開催となっ

たことで実際に宿泊施設施設が足りなかったのか足りていたのかは不透明なままです。少

なくとも京都においては今もなお、新規ホテルの開業が続いており、閑散期の稼働状況を

見ても明らかに供給過剰です。 

 

②については、実際に空き家が増加し、核家族化で使用しない部屋も出てくることは考

えられ、理由としては納得できるものの、住宅宿泊事業を営むために新築するというのは

本末転倒です。また、住居として使用し賃貸入居者の募集を行っている物件である等の営

業条件を満たしているかの監視体制も非常に甘いのではないかと感じています。 

 

③については、住宅宿泊事業法の導入が議論されていた時期において、京都では宿泊税

の導入がおよそ決定していました。当時組合が宿泊税の導入に強く反対しなかった理由の

一つは闇民泊（無許可民泊）の撲滅に重きを置き、京都市に対して民泊の実態を把握し、

民泊にも必ず宿泊税を徴収させることを求めたからですが、無許可営業の摘発や、正確な

宿泊税の納税確認については追いついていない部分もあると感じています。 

 

これらの点を踏まえ、京都市においては多くの問題や課題を複合的にとらえ、大きな制

度改革も恐れず、市民の立場や古くからその地で営んできた宿泊事業者が置かれている

状況を正確に把握し、合理的な条例改正を進めていただきたいと考えます。 

 

 

 

２ 京都市の民泊規制の在り方について 

(1)営業日数・期間 (2)玄関帳場・駆け付け要件 (3)学校等周辺における制限 

(4)定期的な事業の監視監督・更新制 (5)取消・廃止命令 (6)都市計画手法も含めた広範な立地規制 

(7)民泊（住宅宿泊事業法届出施設と旅館業法施設（簡易宿所））の一体的な規制 

(8)地域と共生した良質な民泊の在り方 

 

（１を踏まえた民泊規制の在り方を御教授ください） 

 

（１）営業日数・期間 

 住宅宿泊事業について、住宅専用地域においては現行規制を維持又は更に厳格化

するとともに、営業日数だけではなく、地域ごとの宿泊施設の集積状況や住環境へ

の影響を踏まえた柔軟な営業制限を可能とする制度を検討すべきだと考えます。 

 京都市は全国でも有数の歴史都市であり、住宅地と観光地が近接しているという
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他都市にはない特徴があり、住宅地において宿泊施設の営業が常態化すると市民生

活への影響は極めて大きくなります。 

 事実、住宅地では騒音、ごみ出し、夜間の出入り、スーツケースを伴う通行など

により地域住民の生活環境が損なわれている事例が見受けられ、組合員からも深夜

の騒音や大型ごみの放置、近隣施設への問い合わせ対応などの実例が報告されてい

ます。 

 

 現在の営業期間・営業日数の規制は、市民生活を守るため一定の効果を上げてい

るものと考えますが、そもそも京都市においては宿泊施設が足りない状況にはあら

ず、住宅宿泊事業が受け皿になる必要はありません。住宅宿泊事業の運営は繁忙期

の週末のみというように、今よりさらに限られた期間に限定し、住居専用地域に限

らず市内全域で 60 日程度に制限しても宿泊施設不足に陥ることはありません。 

 

（２）玄関帳場・駆け付け要件 

 現在の 800m・10 分以内という要件だけでは十分とは言えず、「２４時間連絡可能

な責任者の配置」、「夜間を含めた迅速な駆け付け義務」、「管理者・連絡先の掲示義

務」の徹底に加え、「管理者による定期巡回」などの保安事項を義務化すべきだと

考えます。 

 

 宿泊施設は宿泊者だけでなく、地域住民の安全・安心にも責任を負う事業であり、

緊急時に迅速かつ確実に対応できる管理体制が不可欠です。 

 現在の駆け付け要件だけでは、実際に深夜や早朝にトラブルが発生した際、十分

な対応がなされない事例も見受けられ、管理者の顔が見えない無人運営は、地域住

民に大きな不安を与えています。 

 一方で、運営者が地域へ挨拶を行い、連絡体制を整備したことで近隣トラブルが

減少したとの組合員の意見もあり、その重要性は明確です。 

 

（３）学校等周辺における制限 

 住宅宿泊事業者や小規模簡易宿所の多くは施設経営者や管理者と地域との関わ

りが無いに等しく、顔の見えない運営が行われています。そのような施設において

は、学校周辺のみならず、「第一種・第二種低層住居専用地域などの住宅密集地」、

「歴史的景観地区」、「生活道路など地域コミュニティへの影響が大きい地域」につ

いては新規の立地制限や、さらに厳格な営業制限を検討すべきだと考えます。 

 

 学校周辺は児童・生徒が日常的に利用する生活空間であり、安全で落ち着いた教

育環境を維持することが重要です。 

 同様に、京都市には歴史的景観地区や住宅密集地、伝統的な町並みが残る地域な

ど、観光よりも生活環境や景観保全を優先すべき地域が数多く存在します。 

 これらの地域では、このような事情を踏まえ、「守るべきものを守れる制度設計」

が必要であると考えます。 
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（４）定期的監視・更新制 

 営業許可（届出）について、３年ごとの更新制を導入し、更新時には「現地確認」

「消防・衛生検査」、「苦情件数」、「管理者の実在確認」、「地域との関係性」、「駆け

付け体制」を審査項目とすべきです。また、行政による抜き打ち検査も実施し、届

出内容と実際の運営状況が一致しているか確認する仕組みが必要だと考えます。 

※これが最も重要だと考えます。 

 

 現在の届出・許可制度では、一度営業を開始すると、その後の運営実態を行政が

十分把握できているとは言えません。営業開始当初は適正であっても、時間の経過

とともに管理体制が形骸化し、近隣トラブルが発生するケースも考えられます。定

期的な立ち入り検査、正常に運営されているかを把握する抜き打ち検査は、不良施

設の摘発だけでなく、至って真面目に運営している施設が「民泊問題」と一括りに

され、風評被害を受けることを防ぐためにも必要不可欠です。 

 

（５）取消・廃止命令 

 違反事業者への行政処分を迅速化すべきです。例えば、騒音苦情の累積、ゴミ問

題、駆け付け義務違反、無届営業、虚偽届出、行政指導への不履行などについては、

【 改善命令 → 営業停止 → 取消 】という段階的かつ明確な基準を定める必要

があります。さらに、複数施設を運営する事業者については、一施設で重大違反が

確認された場合には、全施設を対象に監査・行政指導を行う制度が必要であると考

えます。 

 

 違反事業者に対する行政処分については、より迅速かつ実効性のある制度へ見直

すべきです。現状では、違反を繰り返しても営業を継続できるケースがあり、地域

住民からの信頼を損なっているだけでなく、宿泊客の安全面においても非常に大き

な不安となっています。健全な住環境を守る意味でも、不良施設については厳しい

指導・処分が行える制度設計が必要です。 

 

（６）都市計画を含めた立地規制 

 京都市においては、「学区単位」、「景観地区単位」。「歴史的市街地」、「地域ごと

の宿泊施設密度」などを考慮した営業規制や立地規制を導入し、地域ごとの受入容

量を踏まえた宿泊政策へ転換すべきだと考えます。 

 また、木造建築の多い地域や路地奥など、火災が発生した際に被害が拡大する懸

念の大きい地域については、一層厳しい保安要件を定めるか、営業を認めるべきで

はないと考えます。 

 

 京都市は世界有数の歴史都市であり、宿泊施設の立地を市場原理のみに委ねれ

ば、人気観光地周辺へ施設が集中し、地域コミュニティの維持が困難となります。 

 実際に、バルセロナやアムステルダムなどをはじめ、海外の観光都市では住宅不

6



足や地域コミュニティの崩壊、オーバーツーリズムへの対策として、地域ごとの営

業規制や立地規制を導入する都市が増えています。 

 日本国内で発生している同様の問題と対策だけでなく、他国における実例まで視

野を広げ、実際に何が起きどのように対策がなされているのかを広く参照し、本来

の京都を守る制度設計を行う必要があります。 

 

 また、木造建築の多い地域や路地奥など火災が発生した場合、想像を絶する甚大

な被害拡大につながる可能性が高く、このような地域においては、現状のルールよ

りも更に厳しい保安義務や設備要件を定めるか、そもそも営業不可とする厳しい営

業制限が必要であると考えます。 

 

（７）住宅宿泊事業と簡易宿所 

 冒頭にも記載した通り、これらの区別は非常に重要だと考えます。 

 宿泊団体としては、「住宅宿泊事業法による届出施設」と「旅館業法による簡易

宿所」は、それらの制度趣旨、設備基準、管理責任が異なるため、“いわゆる民泊”

として両者を一律に規制することは適切ではないと考えます。 

 

 住宅宿泊事業と簡易宿所では、その制度や趣旨、営業要件が大きくことなり、こ

の両者を同様のルールで監理・適正化することは現実的ではありません。 

 行政としても、これらの違いを改めて理解し、不用意な混乱や適切に運営してい

る事業者に対する締め付けを招くことのない制度設計と、地域住民の誤った認識を

生じさせかねない「民泊」という言葉を多用したミスリードをやめ、住民に対する

これらの違いへの理解も深めていただく必要があります。 

 

（８）地域と共生した良質な民泊 

 京都の宿泊施設に求められるのは、単なる宿泊機能ではなく、地域社会との共生

と京都文化への貢献であり、地域との共生が確認された施設については認証制度な

どによる評価を行い、一方で地域との摩擦を繰り返す施設については、更新拒否や

営業停止等の措置を講じる制度を構築すべきであると考えます。 

 

 京都市における「地域と共生した良質な民泊」とは、例えば、「地域住民への事

前説明」、「管理責任者が明確であること」、「苦情への迅速な対応」、「地域清掃や自

治会活動への参加」、「ゴミ管理の徹底」、「京都の歴史・文化・生活ルールを宿泊者

へ適切に周知すること」などを満たす施設であるべきだと考えます。 

 

 また、京町家を活用し、地域住民と連携しながら適切に運営している宿泊施設は、

京都の景観や文化の保全にも寄与しており、そのような施設については保全・活用

の観点から適切な支援策も検討すべきであると考えます。 

 実際に、組合員に対するアンケートでも「京町家活用型は支援し、無人・投機的

な運営は厳格に監理すべき」との意見が複数よせられています。 
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 なお、住宅宿泊事業については、「住宅」を活用するという本来の趣旨、また住

宅宿泊事業法-第２条に定められている通り、住居であることが条件なのであれば、

現在の築後３ヶ月経っていれば住宅宿泊事業ができるという制限期間は非常に短

く、新築物件は少なくとも１年から数年は対象として認めるべきではないと考えま

す。現時点では新築物件を対象外とする制限はなく、外国人を含め投機目的での買

いあさりが発生すのも無理はなく、地域と共生した良質な民泊の実現は程遠いもの

となります。 

 

 

◆ これらを踏まえ、当三団体としては、下記５つの点について強く求めます。 

 

１．住宅宿泊事業法と旅館業法（簡易宿所）は区別して制度設計すること 

２．営業許可・届出を更新制（３年ごと）へ移行すること 

３．地域との共生を数値化・評価する認証制度を導入すること 

４．違反事業者への営業停止・取消基準を明確化すること 

５．地域ごとの営業規制・立地規制を導入し、住環境・景観・コミュニティを守ること 

 

 

３ その他の御意見 

 

京都市は世界有数の歴史文化都市であり、その魅力は数多くの宿泊施設が存在すること

によって形成されたものではありません。長年にわたり受け継がれてきた歴史的景観、地

域コミュニティ、市民生活、伝統文化、そしてそれらを支えてきた地域住民の営みが一体

となることで、世界中から多くの観光客を惹きつけています。 

 しかし近年、観光需要の拡大に伴い、市内各所で宿泊施設が急速に増加した結果、住宅

地への観光客の流入が常態化し、騒音、ごみ出し、防犯面への不安、交通混雑、地域コミ

ュニティの希薄化など、市民生活への影響が顕在化しています。 

 こうした問題は一部の悪質な事業者だけに起因するものではなく、住宅地へ観光客向け

宿泊施設が集中することによって生じる構造的な課題でもあります。 

 

 一方で、組合員からは、地域住民との信頼関係を築き、町内会活動への参加や地域清掃

への協力、京町家の保存・活用などを通じて、地域と共生しながら運営している宿泊施設

も数多く存在するとの意見も寄せられています。 

 そのため、当三団体としては、宿泊施設を一律に規制することを求めるものではなく、

京都市へは、地域社会へ負担を与える宿泊施設は厳しく規制し、地域と共生し京都の文

化・景観の維持に貢献する宿泊施設は適切に評価・支援するという「質を重視した宿泊政

策」への転換を強く求めます。 

 

 また、住宅宿泊事業法による住宅宿泊事業と、旅館業法に基づく簡易宿所は、制度趣旨
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や安全管理体制、営業責任が大きく異なります。 

これらを「民泊」として一括りに規制することは、長年にわたり法令を遵守し、安全・

衛生・防火などの厳格な基準を満たしながら地域と共生してきた事業者まで同様に評価さ

れることとなり、適切ではありません。 

京都市においては、改めてこれを理解し、制度の違いを踏まえた合理的な制度設計を行

うことを求めます。 

 

 さらに、京都市が今後条例改正を進めるに当たっては、「宿泊施設を増やすこと」では

なく、「京都という都市の価値を将来にわたり維持すること」を政策の中心に据えるべき

であると考えます。 

 海外の歴史都市では、住宅不足や地価高騰、地域コミュニティの崩壊、オーバーツーリ

ズムへの反省から、宿泊施設の営業規制や立地規制へと政策を転換する都市が増えてお

り、京都市においても、短期的な観光需要や経済効果のみを追求するのではなく、市民生

活や地域コミュニティ、景観保全、歴史文化、安心・安全な観光との調和を最優先とした

政策運営を行うべきです。 

 

 京都は「住んで良いまち」であるからこそ、「訪れて良いまち」として世界中から評価

されています。 

 市民が安心して暮らせる環境が維持されなければ、京都のブランド価値そのものが損な

われ、結果として観光都市としての競争力も失われることになります。京都市が今回の条

例改正を契機として、単なる規制強化ではなく、「地域と共生し、京都の文化・景観・市

民生活を未来へ継承するための宿泊政策」へと転換されることを強く期待します。 

 

 最後に、当三団体は、京都市が条例改正後も定期的に地域住民、宿泊事業者、学識経験

者等との意見交換の場を設け、制度の実効性を継続的に検証・改善する仕組みを構築する

ことを要望し、また、条例違反への指導・処分件数や苦情件数等を定期的に公表し、制度

運用の透明性を確保することを求めます。 
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別紙 

2026 年 7 月 9 日 

京都市長 宛 

（貴団体名）         

 日本ホテル協会京滋奈支部  

 

１ 京都市における民泊に対する現状認識・課題認識について 

（貴団体目線での課題認識など、日々お感じになられている事を御教授ください） 
 

 京都市民の住環境に隣り合う民泊事業に関連して、様々な報道等を踏まえると、騒音や

不適切なごみ捨て等、京都の市民の皆様が迷惑に感じる声が多いと感じています。京都市

民の目線からも、また京都を訪れる観光客の目線からも、国際観光都市、京都が目指す本

来の姿から乖離が起きないように、必要な対応が執られることを期待しています。 

 

２ 京都市の民泊規制の在り方について 

(1)営業日数・期間 (2)玄関帳場・駆け付け要件 (3)学校等周辺における制限 

(4)定期的な事業の監視監督・更新制 (5)取消・廃止命令 (6)都市計画手法も含めた広範な立地規制 

(7)民泊（住宅宿泊事業法届出施設と旅館業法施設（簡易宿所））の一体的な規制 

(8)地域と共生した良質な民泊の在り方 

 

（１を踏まえた民泊規制の在り方を御教授ください） 
 

 ホテル事業者においては、宿泊者の安全・安心、防火・防災、衛生管理等を図る観点、

地域との調和・共生を図る観点から、多くの規制に服するとともに、個々の事業者におい

ても自発的に工夫をこらしながら営業をしております。 

 京都市においてオーバーツーリズムが課題となり、市民の住環境の中で営まれる民泊等

（注１）の宿泊者の一部の行いが市民生活に迷惑をかけているとの指摘が多い中にあって

は、一部の望ましい例外（注２）を除き、新規の民泊等の設置について、条例等により一旦

実質的な歯止めをかけるとともに、既存の民泊等に対しても市民の不安を解消し、観光地

としての快適性を維持するための実効性のある対策が必要と考えます。 

 既存の民泊等に対する市民の不安に早急に応える対策の例示としては、営業日数上限の

設定変更等を用いたメリハリのある規制強化、民泊等の宿泊者の騒音、ゴミ出し等の迷惑

行為に即時の現場対応を可能とする常駐者の設置、並びに市民の声を踏まえた行政による

監視・監督の強化などが必要ではないかと考えております。 

 京都市が「京都基本構想」に掲げる都市を目指す中で、民泊等の課題に対して、あるべ

き姿を目指した検討を期待いたします。 

 
（注１）簡易宿所の形をとっていても同様の問題を抱える施設を含む。 
（注２）既存の京町屋の保存に関わるもので、市の有識者会議等において宿泊施設としてハード

面、ソフト面で良質のものと認められることに加え、「京都基本構想」に照らしても積極
的に保存をすべきものとして個別に市が新たに認定する民泊施設 等。 
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３ その他の御意見 
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別紙 

  2026 年 6 月 29 日 

京都市長 宛 

特定非営利活動法人 京都ホームシェアリングクラブ 

 

１ 京都市における民泊に対する現状認識・課題認識について 

NPO 法人京都ホームシェアリングクラブは、住宅事業法の届出、簡易宿所の許可に基づ

き民泊を運営している事業者の団体です。会員の多くは住宅宿泊管理業としての資格を有

しており、清掃の一部の業務を外注にお願いする場合はあっても、予約管理や宿泊者との

連絡、対面チェックインなどは事業者が自ら行っている事業者で構成されています。私ど

もが考える「民泊」は、来訪者、地域住民に顔が見える事業者であり自身で運営している

ことが前提です。来訪者、地域住民に顔が見える事業者とは三者が交流できる場を提供し

ていて、何か問題があるときは事業主が直接近隣住民と話し合える状況を維持しているこ

とを指します。 

私どもは住宅宿泊管理業者や簡易宿所の運営代行業者に丸投げして運営されている宿泊

施設は「民泊」ではなく「業者運営の宿」と認識しています。また企業（旅館ホテルの離

れ的な宿を含む）が数十軒の小規模の宿（簡易宿所）を運営している場合の宿も、「民泊」

ではなく限りなく「旅館ホテル型の運営」であると認識しています。このように私どもは、

現在京都市において「民泊」と呼ばれている宿には、三通りの区分があると考えます。 

そもそも来訪者、地域住民に顔が見える交流型の「民泊」がいつのころからか「業者に

丸投げの宿」に変貌してしまった結果、現状に至ると感じています。したがって「業者に

丸投げの宿」の課題は何なのかを確認し解決したうえで民泊規制を考えないと根本的に民

泊問題は解決できないと考えます。加えて、旅館業法である「簡易宿所」と住宅を立て付

けとした法律の「住宅宿泊事業」は、異なった法律ですので一体的な規制を実施するので

はなく別々に検討する必要があると考えます。 

 

２ 京都市の民泊規制の在り方について 

(1)営業日数・期間 (2)玄関帳場・駆け付け要件 (3)学校等周辺における制限 

(4)定期的な事業の監視監督・更新制 (5)取消・廃止命令 (6)都市計画手法も含めた広範な立地規制 

(7)民泊（住宅宿泊事業法届出施設と旅館業法施設（簡易宿所））の一体的な規制 

(8)地域と共生した良質な民泊の在り方 

 

メンバーからのヒアリングと独自の調査から、民泊運営を業者に丸投げしている事業者

にとっての課題は、「施設外帳場、駆けつけ、運営代行業者」であり、これらに問題があ

ることです。これに関しては、表 1. 「小規模簡易宿所事業者（事業所）及び住宅宿泊事

業者（住宅）運営業務」、アンケートについては別紙等をご参照ください。まずこれらの

基本的なことを見直してから、旅館業法の簡易宿所、住宅宿泊事業法の民泊を別々に（1）

～（7）の民泊規制の在り方に関しての検討に入らないと、根本的な解決には至りません。 
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（7）については規制ではなく先述したように業者丸投げの宿やホテル旅館の離れ的な

宿でなく、事業者自身が運営している宿には、それが証明できる書類及び誓約書を提出し、

京都市より認証シールや名簿一覧に示すなどして毎年確認できる体制をとっていただき

たいと思います。要は、本来の「民泊」と「業者運営の宿」、「旅館ホテル型の運営」の区

別を明確にし、市民の方々にも見える形にすることが重要であると考えます。 

京都市において「民泊の定義」は、住宅宿泊事業及び小規模の簡易宿所（京都市条例の

要件として一戸建てまたは長屋建て、3 階以下、客室数１、宿泊者 1 組 9 名以下の施設、

および条例ではないが独自に選出された客室 3 室以下、定員 15 人以下の条件を満たす

施設）としていますが、法的区分や京都市の条例・独自に選出した施設の区分だけではな

く、本来の「民泊」と「業者運営の宿」、「旅館ホテル型の運営」の運用区分を含め定義す

ることで、一般の方々にも本来の「民泊」を理解していただきやすくなると考えますし、

地域と共生した良質な民泊の在り方についても運用区分を理解した上で成り立つものと

考えます。 

 

(8)地域と共生した良質な民泊の在り方 

① 地域住民との共生をする民泊 

②  空き家を地域資源として町並みを変えず活用する民泊 

③  文化の発信や地域経済が循環できるような仕組みを持つ民泊 

 

①～③を実現するためには、民泊事業者と地域住民と話し合える場を設けることが最

優先です。 

KHSC では高齢者が元気を取り戻すこと、親から受け継いだ家屋を手放すことなく維持

していく方法など空き家・空き部屋の活用を常に模索してきました。例えば住宅宿泊事業

法を活用して、町内会の空き家での民泊運営、高齢者家庭の空き部屋を同居型の民泊とし

て地域で見守りながらの民泊運営、同居型の民泊を許可し移住者や経済的に厳しい人た

ちに一定の期間賃貸など、「観光の宿」だけでなく「コミュニティ再生の宿」として付加

価値つけた京都ならではの民泊の活用方法があります。京都市の各行政区はそれぞれ違

った町を形成しており、その地区にあった民泊を推進していく必要がありますが、何より

も単に「民泊反対」ではなく、地域住民が主体となって町ぐるみで空き家を利用すること

によって、「投資型民泊」を抑止できますし、地域住民の交流が活性化されることによっ

て災害や防災意識が高まることも期待されます。 

 

３ その他の御意見 
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表 1.  「小規模簡易宿所事業者 （事業所）及び住宅宿泊事業者（住宅）運営業務」をご参照
ください。ここでは条例の見直しと法改正を含めた制度の見直しについての要望になりま
す。 
 
◆ 資格について： 

紙面左下の住宅宿泊管理業者（民泊などの管理代行）について、A.B.C.の資格をも
って国土交通省に届け出ますが、B.C.は住宅宿泊管理業の実務講習を受けていなく、
「宿泊」に関する知識はありません。KHSC のメンバーには宅建、管理業務主任者の
資格を持つものや、住宅宿泊管理業の実務講習を受けたのもがおり、B.C.の資格を持
つものは、住宅宿泊管理業の内容をほぼ把握していないので、講習を受ける必要があ
るという意見でした。また A.最終日のテストの合格率は 95％で、日本語のレベルが低
くても比較的最終テストに合格できることや再テストも受けることが可能ですので失
格する率は極めて低いです。例えば日本語を母語としない場合、講習の受講時に日本
語検定 1 級の資格が必須など追加条件も必要だと感じました。また住宅宿泊事業の事
業者自身も何か問題があれば最終的に事業者の責任となるので、住宅宿泊管理者同様
に知識を持つ必要があると思います。 

現在、国土交通省に登録実務講習実施機関は５つ登録されており、そのうち２つの
機関にヒアリングを実施したところ、ひとつは下記の具体的な回答が来ました（回答
を公表しても良いと了承を得ています）。もう 1 件は同じクレームが上がっているとの
ことです。 
 
【住宅宿泊管理業の登録実務講習を受けていない管理業者の問題点】 
・管理業者が管理受託契約の締結前と締結後に、国交省定める管理受託契約の内容及び
その事項に関する事項についての二つの書面を交付しなくてはならないことを知らな
い。 
・再委託するには、契約書に記載が必要なことを知らない 
・30 分以内 （京都市は 10 分以内）に緊急対応が必要な場所に拠点が必要なことを知ら
ない 
・名義貸しがダメということを知らない 
・所定の書類の保存を行っていない 
・キーナンバーを事前に知らせて、チェックイン・アウト時の本人確認をしていない 
・義務付けられた標識を掲示していない 
・そもそも法令を確認していない 
・大きな問題のひとつが、外国人の身分証明で、これも誓約書 1 枚で通ってしまう。本
来は公証人役場で宣誓しなければならないが、各地方整備局で対応がバラバラで、宣誓
なしの誓約書で受理されるところもある。 
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・管理業と合わせて、在留資格のない外国人が所有している住宅を外国人の管理業者が
管理している民泊が存在している。 
・そもそも代表者や役員が日本に住んでいない法人の管理業社が多すぎる。 
 

施設外帳場の業務（簡易宿所）や簡易宿所の運営代行業者の業務の場合、特別な国家
資格や届け出の必要ありません。旅館ホテルの直営以外、ほとんどが宿泊施設の運営経
験をもとに運営していると思いますが、住宅宿泊管理業の登録実務講習のような講習を
受講する必要があると思います。 
 

◆ 京都市における 「小規模簡易宿所事業者 （事業所）及び住宅宿泊事業者（住宅）運営業
務」の実態（アンケート参照） 
 アンケートの回答として、 「駆けつけ要員、施設外帳場、簡易宿所運営代行」に違法民
泊を助長する原因があると感じているメンバーが多いです。また駆けつけ要員は実態に
沿っていないという声があります。     

これまで近隣から「駆けつけ要員」に連絡されることはなかったが、「駆けつけ要員」
を提供してくれる契約をしているにもかかわらず、京都市の調査時に来なかった。理由
は宿近くにいた担当者が引っ越したのだと契約会社は話すが、契約者である自分にまっ
たく知らされていなかったにもかかわらず、ペナルティは事業者のみです。 「駆けつけ要
員」を派遣している会社にも与えるべきです。その他、実際に電話で探すも名前と住所
貸しで月額費用を請求する業者が多い、施設外帳場、運営代行にしても 24 時間施設に
待機しているようには思えないという意見もありました。また 「駆けつけ要員、施設外
帳場、運営代行」は料金の基本設定がなく、特に「駆けつけ要員」に関しては、法外な
費用を請求するところもあります。 「施設外帳場、簡易宿所運営代行」を徹底的に調査し
ていただき、公正な運営と費用を指導してほしいです。さらに、 「施設外帳場、簡易宿所
運営代行」に依頼している場合、事業主はどこに依頼しているのか市に登録することに
よって、スムースに調査が可能になると思います。 

特に 「駆けつけ要員」ついては、本当に実効性があるのかを再検討していただきたい
です。事業者には２４H の苦情対応と、10 分以内（800m）の駆けつけ要員が必要とさ
れています。運よく近隣に住んでいる方に「駆けつけ要員」お願いできたとしても病院
通いや買い物等があり駆けつけの条件を説明するとほとんどの方が嫌がります。また素
人が宿泊施設の火事や災害、宿泊者の病気等に対応できるとは到底思えません。これは
なんの訓練もしていない「駆けつけ要員」の代行も同じです。火事や災害、病気等緊急
時に10 分以内で駆けつけてもうということは、警備会社等を活用することも一案です。
また騒音やごみ等の苦情は、あらかじめ事業主の電話番号を近隣や自治会に知らせてお
き、電話で直接通報者に対応、必要があれば事業主が直接現場に出向くなど、事業者と
地域の方々との接触を増やすことが信用を得る手段であると考えます。 
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上京区
住宅宿泊事業

（ 非同居）

外国人経営の民泊があり 、 その民泊近く のアパート に外

国人留学生を住まわせ、 駆けつけ案件登録をさ せたよ う

ですが、 実態は登録用だけだったよ う で、 全く 関与して

いない。

駆けつけ案件は、 ほと んどの民泊が満たしていないよ う

に感じ る 。

う ちの小学校区の民泊は多く のゲス ト が自分で鍵開け

やってま す。 PTA主婦層から 「 ク レ ーム対応の連絡先が

わから ない」 と 問題勃発と 聞き ま し た。

上京区,

東山区,

伏見区

簡易宿所,

住宅宿泊事業

（ 同居・ 非同

居）

し っかり 運営さ れている 施設外帳場が少ないこ と 。 無人

の施設外帳場も あり ま すし 、 運営さ れていても 月々の委

託料が法外な値段だったり し ま す。

簡易宿所の許可を得て運営を開始してご近所と のト ラ ブ

ルも なく 運営をしていたが、 京都市は後から ルールを変

える ので対応する のに日々大変な苦労をしていま す。 し

かし 、 闇民泊や形だけの施設外帳場が大き な問題なので

はないでし ょ う か。

南区の施設外帳場に新規客と して聞いてみたら 、 中に2

人いて駐在は10時～21時と のこ と でし た。 鍵渡し と 駆

け付け待機で月3万、 実際に鍵渡し をしてる けどゲス ト

から は面倒だと 苦情を言われる そう です（ エビデンス は

あり ま せん） 、 と 話してま し た。

東山区 簡易宿所

施設外帳場によ り 、 どんな状況に対策し よ う と している

のか。 月間通して常駐し た場合の人件費は3人を24時間

のロ ーテーショ ンを組んでも 最低月間90万円程度かかる

が、 実際の仕事はほぼ発生し ない。

それよ り も 、 名義貸しで実態のない施設外帳場に委託し

ている 運営者が適切な運営が出来てない事が問題です。

京都市は安心安全な民泊運営を推進してる のであれば、

町家のルールが不在でも 良いと いう のは納得いかない。

町家を残す、 地域住民に迷惑のかから ない運営と いう 為

のアク ショ ンは別問題である と 思う 。

運営者の意識がちゃんと してたら （ 地域住民と の共存）

ちゃんと 運営出来る はず。 儲けし か考えてない運営者

（ 運営代行含む） はそこ に時間と 労力をかけないのは当

たり 前。 それに対してどう いう アク ショ ンが有効的なの

かを考えてほし い。

現状では、 ルールの網をく ぐる こ と し か考えない。 も っ

と 根本原因にアプロ ーチする やり 方を考えてほし い。

中京区
住宅宿泊事業

（ 非同居）

外国人運営の未登録宿泊施設が近隣にある 近隣の簡易宿所のゴミ 問題 近隣の簡易宿所のゲス ト への対応の悪さ

右京区,

中京区,

下京区,

東山区

簡易宿所,

住宅宿泊事業

（ 非同居）

住宅宿泊事業の法律検討時に、 関係者と して不動産業者

や大手の運営代行業者から の聞き 取り だけを行っていた

のではないでし ょ う か。 両者と も に利益優先でいかに効

率よ く する か？を第一に考えている と 思う 。

私たちの様に地域住民と の共存をし っかり と 考えている

人たちは規模が小さ いと こ ろが多いので、 立法時に声が

届いていなかったのではないか？と 思う 。

一律のルールが必要で意見集約に大手を頼る のは分かる

が、 ポーズだけではなく 実際に地域と 一緒にやっている

人たちの意見も 聞いてほし い。

施設外玄関帳場を請け負ってく れる と こ ろを無理やり 探

しても 、 反対に不便な場所になる こ と も ある 。 駅から 宿

をだいぶ通り 過ぎたと こ ろに玄関帳場、 施設に戻ってく

る と いう 形。 駅ま で迎えにく 、 も し く はビデオチャ ッ ト

で案内し 、 併せて詳細な案内図があれば、 実質不要では

ないですか。 立法時にどこ かの地方でいく つか発表さ れ

たパタ ーンだと 思いま すが、 実態に即していないのでは

と 思う 。

駆けつけ要件も 必須と さ れていま すが、 ま と も に地元と

向き 合っている 人間から すれば、 駆けつけ要件の人に連

絡がいく 時点で失敗です。

運営開始時にお互いの齟齬が発生して苦情が来る 可能性

は少し ある けれど、 基本的には近隣の人に話をし 、 連絡

先をすべて配布している ので、 ク レ ームがあったと して

も 直接連絡が来る 。 駆けつけてく れた人ができ る こ と

は、 と り あえずそこ にいる だけと なる ので、 セコ ムなど

に代行しても ら えないですか。 高齢者見守り 対応が５ ０

０ ０ 円く ら いで提供さ れている 。 さ ら に、 亀岡市では行

政から の補助があり 、 利用者は１ ０ ０ ０ 円で利用でき

る 。 こ の補助を宿泊税から 出すのは、 使い道と して適し

ている のではないか。 実際、 業務量も 見守り と 同程度、

も し く は頻度が少ないと 考えら れる 。

京都に魅力を感じ て世界中から の来訪者を（ 地域外の資

本ではなく ） 京都の資本、 京都の個人がし っかり 受け止

める 仕組みを行政と して応援していく 方がいいのではと

思う 。 ま た、 町家が１ 日２ 軒のペース でなく なってい

る ！と 京都市民が危惧していま す。 正し く 民泊を運用す

る こ と で、 税金を払えなく て手放す、 相続で手放してマ

ンショ ンやホテルに建て替わる 、 と いう こ と を少しでも

防げる のではと 考えま す。

下京区 簡易宿所

800m 駆けつけ要件など実行性に乏し い規制が散見さ れ

る 事 小生は町会に参加し 顔通し を心掛けており ます

が、 近隣の方々と 顔が見える 関係の義務化の方が効果が

ある のではと 思いま す。

京都も 空き 家維持や人流保持など善良な運営者が殆どな

のに、 ごく 一部の問題宿所をス キャ ンダラ ス に問題視

し 、 全般にわたる 規制強化は公平性が疑わし いと 感じ ま

す。

関西万博の恩恵を満喫する 大阪を出し 抜けと 思いま せん

が、 自失する よ う な施策は京都の発展に悪影響を及ぼす

だろう と 危惧していま す。

下京区,

上京区

簡易宿所,

住宅宿泊事業

（ 非同居）

駆けつけ要員を確保する ために運営代行会社へ費用を支

払い契約していま し たが、 実際に確認し たと こ ろ、 届出

さ れていた住所には既に誰も 居住していま せんでし た。

こ のよ う に、 書類上は要件を満たしていても 、 実際には

駆けつけ対応ができ ない事業者が存在している のが現状

です。

駆けつけ要員を探すため、 数十件の事業者に電話やメ ー

ルで問い合わせを行いま し たが、 名前貸し のみの提案

や、 実態と して十分に機能している と は思えない事業者

がほと んどでし た。

例えば、 宿泊施設から 800m以内に事業所がある こ と を

理由に、 「 住所は使用してよ いが、 24時間常駐している

わけではなく 、 実際に駆けつけ対応は行わない」 と いう

内容の契約を提案さ れたこ と があり ます。 それにも かか

わら ず、 費用は1施設あたり 月額25,000円でし た。

駆けつけ要員の制度については、 実際に運営している 立

場から する と 現実的ではない部分がある と 感じ ていま

す。 対応可能な事業者を探しても 実態を伴わないケース

が多く 、 本当に重要な「 緊急時に現地へ駆けつけ、 宿泊

者への対応や施設の安全確認を行える 体制」 よ り も 、 形

式的な要件が重視さ れている よ う に感じ ま す。

本来重要なのは、 ト ラ ブルや事故、 近隣から の苦情等が

発生し た際に、 実際に現地へ赴き 対応でき る 人員が確保

さ れている こ と ではないでし ょ う か。

し かし 、 そのよ う な体制を小規模事業者が自力で構築・

維持する こ と は、 費用面や人材確保の面から 現実的には

非常に困難です。

そのため、 実効性のある 安全対策を求める のであれば、

事業者に負担を求める だけではなく 、 費用補助や支援制

度についても 併せて検討していただき たいと 思います。

例えば、 警備会社等の専門事業者によ る 緊急駆けつけ

サービス を活用でき る よ う 支援を行う こ と で、 形式的な

要件ではなく 、 実際の安全確保につながる 体制の構築が

可能になる のではないでし ょ う か。

「 民泊に関する 課題認識など、 日々感じ ている 事について」 KHS Cアンケート ま と め2026.06.20.
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下京区 簡易宿所

駆けつけ要員は代行でお願いする と 法外な価格で本当に

来てく れる のか不安なため、 信頼で切り 近く の友人にお

願いし たが外出のルールが厳し く 、 実際に火事や救急が

発生し た場合対応しても ら う のに気が引けた。 10年間、

一度も 駆けつけ要員の出動はなかった。

町家は木造で火事には人一倍気を付けている が、 両隣か

ら 火事をも ら う こ と も 考えら れる こ と と 、 宿泊者がいな

い場合空き 家になってし ま う ので、 民間のホームセキュ

リ ティ ーを依頼していた。 京都市内であったので10分で

駆けつけてく れ、 火事や不審者の侵入の場合最寄り の警

察や消防にも 通報が行く 仕組みになっている 。 ただし 、

初期の機械の取り 付けに15～20万円かかった（ 月5000

円程度） 。

火事、 病気、 ガス 漏れ、 水回り の故障、 鍵の紛失など緊

急の場合は、 プロ のホームセキュ リ ティ ーを駆けつけ要

員と して利用する 方法を検討し 、 その他騒音等の苦情

は、 ホームセキュ リ ティ ー経由ま たは事業主が直接対応

する こ と が現実的である と 思う 。

町を歩いている と 宿のよ う なのに、 簡易宿所や住宅宿泊

の掲示が何も ない家屋を見かけま す。 こ のよ う なと こ ろ

を京都市でき ちんと 確認してほし い。

上京区
住宅宿泊事業

（ 非同居）

ご近所の感想をヒ アリ ングし ま し た。

近所住人（ 56歳 女性）

私個人的な感想ですが一緒に大原に行ったり 、 カラ オケ

に行ったり 、 すき 焼き し たり 、 外国に住んでいる 方と 、

自然に普通に交流出来て楽し い。

旅行でいろんな宿泊がある と 思う けど、 泊ま っている 方

も 、 ツアーと かじ ゃなく て、 普通に住民と 一緒に行く 、

と いう 経験はなかなかないのではないかと 思いま す。

真向い住人（ 88歳 男性 独居）

いつも 挨拶し 合えて、 付き 合い長 い友人みたいです。 近

所でも 挨拶でき ない人が増えている 中、 笑顔で挨拶から

始まり 、 言葉通じ なく ても 、 ボディ ラ ンゲージで交流で

き る と 1日が快適に始まり ま す。

交流イ ベント にも 誘っても ら えて、 独居でいながら 楽し

い生活を送れていま す。 し ばら く 空き がある と 、 いつゲ

ス ト が入ら はる んかなぁ ～と 待っていま す。 よ そで民泊

のト ラ ブルを耳にし ま すが、 こ こ では全く 問題あり ませ

ん。 楽し い時間を過ごしています。

お互いの交流で、 自分の生活に張り がでま し た。

近所住人（ 86歳 女性 独居）

民泊が出来る と 聞いて、 最初いろいろ不安も あったが、

全く ト ラ ブル無く 、 車送迎さ れている ので、 ト ラ ンク の

車輪音すら 無い。

ゲス ト 紹介も あり 、 と ても 身近に海外を感じ る こ と が出

来、 面白い。

交流は楽し い。

左京区
住宅宿泊事業

（ 同居）

同居型で住宅宿泊事業の下、 7年ほど民泊を続けていま す。 慣

れ親し んだAirbnbのみの運用で（ 他のサイ ト を利用する と 混乱

してし ま いそう だし 、 自分にそんなキャ パシティ がない） 、 今

ま で約400人近く のゲス ト に来ても ら いま し た。

昔から 特にス タ イ ルを変わり ま せん。 僕が住んでいる 、 おう ち

の一室をゲス ト に利用しても ら う 。 京都に来たら 、 家の近く の

出町柳駅ま で来ても ら い、 僕が迎えに行き 、 そこ から 、 お家ま

での道中お話をして、 家に案内する 。 部屋に案内して、 宿泊者

名簿に記入をしても ら い、 簡単なハウ ス ルールを説明し 、 「 自

分の家のよ う にく つろいでね。 今日も 良い一日を！」 で、 説明

終り 。 こ れをやり 続けていて、 今ま で困ったこ と は、 ほと んど

あり ま せん。

僕自身がすんでいる 家。  ゲス ト が来る 来ないに関係なく 、  ぼ

く も ご近所の方々と は仲良く 過ごし たいですから 、 関係づく り

はと ても 大切にしていま す。 それは町内会にはいる と か自治会

にはいる と かそう いう のと は関係ないと 思いま す（ 今時、 若い

人が入る 方が珍し い。 ） 。 それよ り も 、 日々の挨拶だっ たり 、

日々のコ ミ ュ ニケーショ ンのほう が大切。 民泊を続けている 間

にご近所から も ら ったク レ ーム は、 ゼロ です。 こ れは、 私の家

の構造の問題ですが、 私の家で受け入れら れる のは、 1人旅か

2人組。 大人数をう けいれないから 、 問題が起き づら いと いう

のも ある かも し れま せん。

そも そも 、 民泊と は何だったのか。 いつも こ の視点が色んな議

題から 抜け落ちている よ う な気がしていま す。 民泊のはじ ま り

は、 自分の住んでいる 家の空いた部屋を貸す、 だったはずで

す。 こ こ を忘れてはいけない気がしていま す。 自分の家の一室

を貸すんだから 、 住んでいる 自分も 、 来る ゲス ト がどんな人か

気になる 。 なる たけコ ミ ュ ニケーショ ン取ろう と する 。 来る ゲ

ス ト も 、 どんなホス ト の家に行く んだと 気になって、 メ ッ セー

ジを送る 。 そんな意思疎通の時間がある 。 意思疎通を繰り 返す

から 、 迎える 側も 、 来る 側も 、 京都に来た時に、 何だか昔の友

達と 再会し たよ う にお互い歓迎し あえる 。 ま た、 同居型の民泊

に泊ま り に来る ゲス ト は、 住んでいる 日本人と 一緒の時間を過

ごしてみたい、 と 思っている 方々がほと んどです。 こ れは、 私

が民泊をやっていて、 ゲス ト から 受け取る 印象です。 そも そも

家の一室を貸すと いう 民泊が徐々に変化して、 あいている ア

パート の一室を、 一軒家を、 町家を。 と 、 どんどん拡大してい

き ま し た。 その結果、 価格だったり 、 泊ま れる 人数だったり 、

家の高級な装飾だったり 、 雑誌に出てそう な町家だったり 、 そ

んなこ と ばかり を求める 競争にはいり ま し た。 そして、 いま 問

題が表面化。 ごみ。 騒音。 ご近所。 結局、 人に焦点を当ててな

い。 そこ に何がある か、 じ ゃなく て、 そこ に誰がいる か。 それ

に焦点があたら ない。 同居型で細々やっている 人間から する

と 、 箱だけ用意さ れた場所に、 住んでいる 人に対しての思いや

り も 配慮も 必要ないですから 問題が起こ る と 感じ ていま す。

上京区,

伏見区

住宅宿泊事業

（ 同居）

ゲス ト によ る ゴミ の不法投棄や騒音などが問題視さ れている 点

につき ま して、 以下の通り 申し 上げま す。

当方では、 ゲス ト の方には簡易的な分別のみをお願いし 、 その

後の再分別はすべてこ ちら で徹底して行い、 指定日に適切にゴ

ミ を排出しており ま す。 夜間の騒音につき ま しても 、 同じ 家屋

に居住している ため、 発生し た際にはすぐ に対応し 、 静かにし

ていただく よ う お願いしており ま す。

近隣住民の皆様の生活に支障が生じ る こ と のないよ う 、 細心の

注意を払い、 関係法令およ び条例を遵守して運営しており ま

す。

昨今の偏向的な報道によ り 、 規定違反を繰り 返す一部の運営者

と 同一視さ れる こ と には強い憤り を感じ ており ま す。 「 民泊」

に対する 否定的なイメ ージを助長 する 報道が続く 中、 行政と し

ても 何ら かの歯止めと なる 措置が必要ではないかと 考えており

ま す。 民泊パト ロ ールによ る 条例違反の摘発は確かに重要です

が、 それと 同時に、 民泊のポジティ ブな側面を地域住民の方々

に知っていただける よ う な広報も 並行して実施していただけれ

ば幸いです。

先日、 当方のすぐ 裏手にお住ま いの方が米寿のお祝いでご親族

７ 名と お集ま り になり 、 こ れま でホテルに分散して宿泊さ れて

いたと こ ろ、 今回初めて当施設を貸切でご利用いただき ま し

た。 「 来年も ぜひ利用し たい」 と のお言葉を 頂戴し 、 その後は

庭で洗濯物を干す際にも 気軽に挨拶を交わすよ う な関係になり

ま し た。 民泊は決して迷惑施設ではなく 、 必要な時に安心して

利用でき る 居場所である こ と を、 行政から も 発信していただけ

れば大変あり がたく 存じ ま す。

民泊を通じ て地域の方々と つながり が生ま れたこ と に、 私自身

大き なやり がいを感じ ており ま す。

中京区
住宅宿泊事業

（ 非同居）

京都新聞を含む報道では、 京都の民泊が1035軒ある と

書かれていま すが、 登録数は部屋単位（ ト イ レ 、 キッ チ

ン、 風呂付き の部屋） なので、 民泊が増えている と いう

情報操作に感じ ます。

ホテル旅館は約650、 簡易宿所は約4000と いっても 部屋

数や収容人数はダント ツにホテル旅館が多いのに、 こ ち

ら も 民泊が増えている と いう 情報操作に感じ ま す。
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2026 年 6 月 29 日 

京都市長 宛 

（貴団体名）         

公益社団法人 京都府宅地建物取引業協会 

 

１ 京都市における民泊に対する現状認識・課題認識について 

（貴団体目線での課題認識など、日々お感じになられている事を御教授ください） 

・住宅密集地の路地奥などで建替え不可の住宅が住宅宿泊事業法の届出施設になるケー

スが多いが、このような民泊では騒音など周辺への影響が大きい。 

・トラブルに現地で即応できる管理者や使用者等が不在や分からないケースが多い。 

 

 

２ 京都市の民泊規制の在り方について 

(1)営業日数・期間 (2)玄関帳場・駆け付け要件 (3)学校等周辺における制限 

(4)定期的な事業の監視監督・更新制 (5)取消・廃止命令 (6)都市計画手法も含めた広範な立地規制 

(7)民泊（住宅宿泊事業法届出施設と旅館業法施設（簡易宿所））の一体的な規制 

(8)地域と共生した良質な民泊の在り方 

 

（１を踏まえた民泊規制の在り方を御教授ください） 

(1)営業日数・期間 

・住宅宿泊事業法の日数制限が守られていないように見受けられる。宿泊日数は宿泊税に

も関係するので厳格に運用すべきである。 

(2)玄関帳場・駆け付け要件 

・住宅に設ける玄関帳場は規模も小さく、あってないようなものになっている。ほとんど

が駆け付けで対応しているが、その居場所がわからず誰に言えばよいか分からないような

状況にある。確実に連絡できる制度として見直すべきである。 

(3)学校等周辺における制限 

・宿泊施設は交通混雑や夜間騒音などの原因になるので、子供たちの生活環境を考えると

学校等周辺での制限はあったほうが良い。 

(4)定期的な事業の監視監督・更新制 

・宿泊施設では即座の現場対応が重要であり、管理者や使用人等への監視監督を強化する

必要がある。 

・住宅宿泊事業の届出には期限の定めがないが、事業期間を限定し更新のたびに申請内容

を吟味すべきである。 

(5)取消・廃止命令 

・健全な民泊を啓発するためにも制度の厳格な運用と必要な措置は行うべきである。 

(6)都市計画手法も含めた広範な立地規制 

・特になし 
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(7)民泊（住宅宿泊事業法届出施設と旅館業法施設（簡易宿所））の一体的な規制 

・住宅宿泊事業法届出施設と簡易宿所とで規制の乖離が大きくなってきたので、その差を

埋めるべきである。 

(8)地域と共生した良質な民泊の在り方 

・特になし 

 

 

３ その他の御意見 

・既存住宅を民泊施設にする場合は、住宅宿泊事業法や旅館業法と建築基準法等の建築ル

ールとをリンクさせるべきである。 

・民泊事業者には外国人、とりわけ中国人が多く、近年急増している。日本の法律や慣習

に不慣れな外国人が民泊事業を行う場合、近隣とのトラブルが生じやすいため、事業者の

適切な審査・指導が必要である。 
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別紙 

  ２０２６年６月 16 日 

京都市長 宛 

（貴団体名）         

 公益財団法人 日本賃貸住宅管理協会 京都府支部 

 

１ 京都市における民泊に対する現状認識・課題認識について 

住宅宿泊事業法施行以降、京都市においては全国でも先進的な条例制定や指導体制の整備

により、民泊の適正化は一定程度進んでいるものと認識しております。 

一方で、観光需要の回復・増加に伴い、騒音、ごみ出し、共用部分の利用マナー、緊急時

対応などに関する近隣住民からの苦情は依然として発生しており、地域住民の生活環境へ

の影響が課題となっています。 

特に、運営主体や管理体制が不明確な施設においては、苦情発生時の対応の遅れや責任所

在の不明確さが地域住民の不安につながるケースも見受けられます。 

民泊は観光都市京都における宿泊需要への対応や空き家活用に資する一方で、地域との共

生を実現するためには、事業者及び管理者による適正な管理運営の徹底が重要であると考

えます。 

 

２ 京都市の民泊規制の在り方について 

(1)営業日数・期間 (2)玄関帳場・駆け付け要件 (3)学校等周辺における制限 

(4)定期的な事業の監視監督・更新制 (5)取消・廃止命令 (6)都市計画手法も含めた広範な立地規制 

(7)民泊（住宅宿泊事業法届出施設と旅館業法施設（簡易宿所））の一体的な規制 

(8)地域と共生した良質な民泊の在り方 

 

（１を踏まえた民泊規制の在り方を御教授ください） 

本協会としては、営業期間や立地に関する一律の規制強化よりも、事業者及び管理者に対

する監督・指導体制の強化を優先すべきと考えます。 

具体的には、届出内容と運営実態の定期的な確認、管理体制や緊急連絡体制の検証、苦情

対応状況の把握、無人運営施設への監督強化など、既存制度の実効性を高める取組が重要

であると考えます。 

また、法令違反や地域住民とのトラブルを繰り返す事業者に対しては、迅速な是正指導や

行政処分を行うなど、適正に運営する事業者との差別化を図るべきと考えます。 

さらに、住宅宿泊事業においては、専門的知識を有する管理業者の活用を促進し、地域住

民との連絡調整や苦情対応を適切に行う体制の構築が必要であると考えます。 

地域との共生を前提としながら、適正事業者が継続的に運営できる環境整備と、管理不十

分な事業者への監督強化の両立を求めます。 
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３ その他の御意見 

京都市は世界有数の観光都市であり、多様な宿泊需要への対応は引き続き重要な課題で

す。一方で、市民生活の安心・安全が損なわれることがあってはならず、地域住民の理解

と協力を得られる運営が不可欠です。 

そのため、新たな規制を追加することだけでなく、既存制度に基づく監督・指導をより実

効性の高いものとし、適正な管理運営を行う事業者が評価される環境づくりを進めること

が重要であると考えます。 

今後も行政、地域住民、事業者及び管理業者が連携し、京都市にふさわしい質の高い民泊

の実現を期待いたします。 
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別紙 

令和 8 年 6 月 22 日 

京都市長 松井 孝治 様 

         

公益社団法人全日本不動産協会京都府本部 

 

１ 京都市における民泊に対する現状認識・課題認識について 

（貴団体目線での課題認識など、日々お感じになられている事を御教授ください） 

 

宅地建物取引業は、不動産の賃貸・売買の仲介などを取り扱うものであり、民泊業者・

周辺住民いずれの立場に立つものでもなく、貸主・借主・売主・買主の希望に沿った良好

な物件を仲介する立場からいうと、民泊による周辺住民への悪影響や両者間の紛争がある

のであれば、好ましいことではないと考える。 

 

 

２ 京都市の民泊規制の在り方について 

(1)営業日数・期間 (2)玄関帳場・駆け付け要件 (3)学校等周辺における制限 

(4)定期的な事業の監視監督・更新制 (5)取消・廃止命令 (6)都市計画手法も含めた広範な立地規制 

(7)民泊（住宅宿泊事業法届出施設と旅館業法施設（簡易宿所））の一体的な規制 

(8)地域と共生した良質な民泊の在り方 

 

（１を踏まえた民泊規制の在り方を御教授ください） 

 

民泊による周辺住民への悪影響や両者間の紛争が解消されるような民泊規制の在り方

を検討していただきたい。 

 

 

 

 

３ その他の御意見 

 

 当本部としては、民泊規制が強化されれば、その規制に従い、適切に不動産取引の仲介

を行うとともに、その規制の内容について、できる限りの周知の協力をさせていただきま

す。 
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別紙 

令和８年７月１１日 

京都市長 宛 

（貴団体名）         

  京都府行政書士会   

 

１ 京都市における民泊に対する現状認識・課題認識について 

（貴団体目線での課題認識など、日々お感じになられている事を御教授ください） 

 

① 規制・指導強化には実際に効果が出ている一方、取りこぼしも残る 

施設外帳場や駆けつけ要件の厳格化、ここ数年の集中的な立入り指導により、近隣トラブルの通報件

数は全体として減少しており、事業者側の適応も進んでいる。しかし、 

 

・用途地域規制がかかっていない（住宅宿泊事業）ことによる立地の無秩序さ。 

・学校等照会制度が形骸化し、地域の意見が実質的に反映されていないこと 

・駆けつけ 800m・10 分要件が、かえって名義貸し（近隣の顔見知りに管理者名義だけ借りる等）を助

長し、実質的な管理体制の空洞化を招いている実態など、現行の枠組みのまま「取りこぼし」を埋める

形の見直しが必要な部分が具体的に見えてきている。 

 

② 責任主体（申請者・営業者・管理者・オーナー）の所在が制度上あいまい 

実務上最も現場を悩ませているのがこの点である。 

 

・建物の共有持分を持つ複数名義人のうち一人が形式的な「申請者」となり、実際の収益構造・意思決

定は管理会社側にあるという案件が散見される（法的には名義貸しといえる）。 

・また、管理会社側も「申請者はオーナー名義でお願いしたい」と責任の所在から距離を置く傾向があ

り、行政（京都市）の受付運用も「申請者・管理者どちらでも連絡が取れればよい」という曖昧な対応

にとどまっている。 

・固定賃料のみを得る所有者（不動産賃貸収入）と、売上・収益に連動して利益を得る実質的な「オー

ナー（不動産賃貸収入以外の収益も得るような事業の主体）」とが、現行の申請・審査運用では明確に

区別されずに扱われている。 

・さらに管理業者が交代しても近隣への周知が行われていない事例が多く、行政答弁で「周知の徹底」

を掲げていても、実務者としては現場でその運用を確認したことがほとんどない。 

これらは、地域からみた「誰が責任を取るのか分からない」という不信感の直接の原因になっていると

考えられる。 

 

③ 旅館業の管理事業者には参入要件・登録制度がない 

住宅宿泊管理業者には登録制度があるのに対し、旅館業（簡易宿所）の管理受託事業者には資格・登録

要件が一切なく、実績・体制のない事業者が突然管理業務を受託するケースがある。この非対称性が、

簡易宿所側の管理品質のばらつきの一因になっている。 
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⑨



 

④ 現行ルールの遵守状況そのものが検証されないまま議論が先行している 

施設外帳場の対面チェックイン、駆けつけ要員の実効性、路地奥物件における掲示義務など、既存の条

例・要綱で定められた事項ですら現場で十分に履行されていない実態がある（セルフチェックインの

常態化、宿泊者数掲示の未実施等）。新たな規制を検討するのも大切とは思うが、現行制度がどこまで

守られているか／守られていないかの実態把握・検証がまず重要である。 

 

⑤ 生活環境トラブルの中心はゴミ・ポイ捨て・喫煙等の「施設外」の問題 

近隣からの苦情・不信感の実質的な発生源は、建物内部の運営のみならず、ゴミの散乱、喫煙、路地で

の騒ぎ声など、施設外での行動に起因するものも多い。これらは民泊固有というより、宿泊者への周

知・管理体制の問題として捉えるべきであり、宿泊税などを活用したより積極的な京都市内全域のゴ

ミ処理政策が必要である（民泊事業者はもとより、あらゆる事業者への協力要請や補助金制度など）。 

 

⑥ 手続代理の適正化が徹底されていない 

旅館業許可の窓口において、行政書士法上本来行政書士以外が業として行えないはずの申請書類作成

を、民泊管理会社、建築士、不動産事業者、コンサルタント等の第三者が行っている実態が是正されて

いない。これは現行規制や制度趣旨の実効性（事業者への周知徹底の意識付け）にも関わる問題であ

り、行政側の窓口対応の徹底を強く要望する。 

 

 

２ 京都市の民泊規制の在り方について 

(1)営業日数・期間 (2)玄関帳場・駆け付け要件 (3)学校等周辺における制限 

(4)定期的な事業の監視監督・更新制 (5)取消・廃止命令 (6)都市計画手法も含めた広範な立地規制 

(7)民泊（住宅宿泊事業法届出施設と旅館業法施設（簡易宿所））の一体的な規制 

(8)地域と共生した良質な民泊の在り方 

 

（１を踏まえた民泊規制の在り方を御教授ください） 

 

① 「実質的な運営主体」を申請者・営業者とする仕組みの明確化 

・建物所有者のみに一律に事業者としての名義を求めることは実務上困難だが、少なくとも「実際に

運営し収益に連動した利益を得る者（管理会社であることも多い）」を申請者・営業者とする原則を条

例・要綱レベルで明文化すべき。 

・申請時に運営体制図だけでなく、契約関係（賃料が固定か売上連動か等）を確認し、行政側が形式的

な名義人ではなく実質的な責任主体を確認したうえで受理する運用に改めることを提案する。 

 

② 旅館業の管理受託事業者にも登録要件を設ける 

住宅宿泊管理業者と同様、旅館業（簡易宿所）の管理受託事業者についても、一定の登録・資格要件に

近い制度を設けることで、実態のない事業者の参入を抑制できるのではないか。 
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③ 現地調査時の申請者（実質的責任者）立会いの必須化 

住宅宿泊事業では現地調査時（あるいは後日）などに事業者と面談する運用となっているが、旅館業

（簡易宿所）についても、少なくとも実質的な運営責任者の面談を求めることで、近隣住民等に対する

責任者が不明瞭となる問題を一定程度抑制できる。 

 

④ 駆けつけ要件（800m／10 分）について「地域単位での例外承認」なども検討 

・現行の距離制限が、かえって近隣の名義貸し（実態の伴わない駆けつけ担当者）を助長している側面

があることは直視すべきである。 

・単純な距離要件の緩和は、逃げ道を広げるだけになりかねないため、同一町内・自治会内の意見を尊

重とした選任や、確保できない場合の「自治会・町内会単位の承諾要件」による例外など、「地域の意

向を踏まえた例外」の制度設計などを検討してはどうか。 

・ただし、町内会長等特定個人の押印を要件化することは、利権化・特定個人への過度な負担集中のリ

スクがあるため、個人ではなく自治会・町内会組織としての関与という形にすべきである。 

・また、騒音検知器・温度検知器等々、近隣住民が認知するよりも事前に事業者・管理者が迷惑行為の

対処を行える設備要件などの例外なども検討の余地があるのではないか。 

 

⑤ 用途地域による一律規制には限界があることを前提に、実態データに基づく地域単位

の検討を 

京都市は住宅地・商業地・観光地が物理的に入り組んでおり、大阪等と異なり用途地域と生活実態が必

ずしも一致しない。用途地域による一律規制よりも、トラブル発生状況等の実態データに基づいた、よ

り細かい地域単位でのルール検討が現実的である。ただし、そのためのデータ・分析基盤が現時点で京

都市側にも不足していると見受けられるため、まずは実態調査・データ整備を先行させるべきである。 

これらデータ収集に関しても、現在のような職員による人海戦術では職員の負担が著しく、騒音検知

器・温度検知器等々設備設置に合わせた事業者の協力（義務？）を検討すべきである。 

 

⑥ 路地奥物件については私道地権者全員の事前同意を要件化 

現状、私道通行を巡るトラブルは営業開始後に表面化することが多い。旅館業では建築審査手続き上

一定の対応がなされているが、旅館業・住宅宿泊事業ともに許可や届出に合わせて私道の地権者全員

からの事前同意取得を要件化してはどうか。 

 

⑦ 建築士による建築基準法適合確認の運用開始時期の明確化 

東京都内等の他の自治体では既に運用が進んでいる建築士による適合証明（健生衛発 0528 第１号 国

住指第 164 号令和８年５月 28 日）について、京都市での運用開始時期が明確にされていないように

思える。 

法令遵守の観点から早期の指針公表や周知を求める。なお、この措置により事業者にとって低予算で

の町家活用等が事実上困難になることや（飲食店等の）他事業へのハレーションが生じる可能性があ

ることは認識しつつも、質の低い事業者の排除や不特定多数が出入りする施設の安全性確保という制
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度趣旨に鑑みれば、やむを得ない側面があると考える。 

 

⑧ 「更新制」に代わる実質的な定期報告・体制確認の強化 

旅館業の許可更新制導入は国の制度所管に関わる事項であり、当会として京都市に対して強く主張す

る立場にはないが、これに代わる実効性のある措置として、体制変更の有無、近隣説明・苦情対応の実

施状況等について、一定期間ごと（例：６か月や１年ごと等）の報告義務を条例・要綱レベルで強化す

ることは、京都市の権限の範囲内で可能かつ有効と考える。 

 

⑨ 「適正運営事業者」の可視化（認定・ラベリング制度）の検討 

自ら直営し、地域活動（清掃参加、町内会加入等）にも積極的に関わる事業者と、名義貸し・管理放棄

的な事業者とをひとまとめにして論じていることが、かえってこれまでの京都市の規制に順応してき

た事業者の反発を生じかねない。 

今後の規制に対するスムーズな実施の簡単からも適正に運営している事業者と、本来強く指導すべき

事業者を行政として区別・可視化できる仕組みを検討する必要がある。これにより、宿泊税を財源とす

る補助制度等の対象を「ホテル・旅館」以外の事業者（いわゆる民泊事業者）に対しても、実質的な貢

献度に応じて公平化することにもつながり得る。 

 

⑩ 現行制度の遵守状況の実態把握を規制強化に先行させる 

新たな規制を検討する前提として、現行の条例・要綱がどの程度遵守されているか（施設外帳場の対面

確認実施状況、掲示義務の履行状況等）について、（自浄作用も踏まえて）民泊事業側や民泊仲介事業

者（airbnb 等）、行政書士会等の協力も得ながら実態調査を行い、エビデンスに基づいて次の規制の要

否・内容を判断する進め方を求める。 

 

 

３ その他の御意見 

 

① 京都市窓口における行政書士法遵守の徹底 

旅館業許可・住宅宿泊事業届出窓口において、行政書士以外の者による書類の作成代理が是正されな

いまま続いている実態がある。これは制度の根幹に関わる問題であり、京都市担当部局との継続的な

協議の場を設け、実効性のある対応（掲示物の設置、窓口対応の徹底等）を改めて要請したい。 

現状の事業者側の条例等の遵守意識（制度理解）が低いことの一つの要因となっていることもあらた

めて認識頂きたい。 

 

② 住宅宿泊事業法の目的規定（第 1 条）の理念と現状との乖離 

これも国の制度所管に関わる事項であり、当会として京都市に対して強く主張する立場にはないが、

同法第 1 条は「国内外からの観光旅客の宿泊需要への的確な対応」を目的として掲げているが、宿泊

施設の供給状況が制度創設当時と大きく変化している現在、この目的規定自体の見直しを国レベルで

検討すべき時期に来ている。京都市の規制論議とは次元の異なる論点だが、参考意見として付言する。 
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③ 京都市担当部署の人員体制・労働環境への配慮 

保健所・宿泊施設対策担当職員の増員が進む一方、夜間・深夜の立入り確認等、過重な業務負担が生じ

ている実態がある。制度設計にあたっては、行政側の執行体制が持続可能であるかという観点も併せ

て考慮されたい。 

 

④ 他制度（入管法等）との整合性についての問題提起 

留学生が資格外活動として住宅宿泊事業運営を行っている事例が把握されており、入管手続と住宅宿

泊事業の届出実態との整合性確認が十分に取れていない可能性がある。これも京都市の規制論議とは

次元の異なる論点だが、所管を横断する課題として情報提供する。 

 

⑤ 生活環境問題（ゴミ・ポイ捨て・喫煙）への対応強化 

民泊に起因するとされるトラブルの多くは、施設内部の運営よりもゴミ・ポイ捨て・路上での喫煙等、

施設外の行動に起因する。これらは民泊固有の問題というより、宿泊者への周知徹底・地域の受入れ環

境整備（ゴミ集積の管理主体明確化等）の問題として、事業者・地域・行政が役割分担して取り組むべ

き課題である。 

 

⑥ あり方検討委員会等有識者会議・委員に関して 

今回のあり方検討会議の委員は、住宅宿泊事業法施行前から一貫して同一のメンバーで構成されてい

る。議事録を確認する限り、宿泊事業に関する基本的な現場対応についての質問等も見受けられ、民

泊・宿泊事業の分野に精通した委員のみで構成されているとは言い難い面がある。 

当会は、制度創設時から長期にわたり、京都市の民泊行政に対して継続的に協力・寄与してきたと認識

している。しかしながら、今回の意見聴取においても他の関係団体と同列の形での意見照会にとどま

っており、これまでの関わりの経緯を踏まえた個別の要請等はなかった。この点については、当会とし

て大変遺憾に思うものであり、今後の検討プロセスにおいては、実務に精通した団体からの継続的か

つ主体的な関与の機会を確保していただきたい。 
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